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第1章 序論

1. 1 研究の背景

1995年1月に発生した兵庫県南部地震による阪神･淡路大震災は6000人を超える尊い人命を奪う未曾

有の被害をもたらした. 2004年には, 10月に新潟中越地震, 12月にスマトラ沖地震と国内外で記録的な

地震が相次いで発生し,改めて巨大地震の脅威を知らしめた.これらの震災は,我々に地震被害が避けら

れないと言う事実を認識させ,それに対するあらゆる防災に関する課題を与えた.とりわけ,高齢者をは

じめとするいわゆる｢災害時要援護者｣の被害が大きく,避難をはじめ避難生活におけるケアのあり方が

問題とされた.

三重県においては, 2001年に東海地震の震源域が見直されたことに伴い, 2002年4月に県内の18市町

柿(2006年4月現在10市町)が強化地域として新たに指定され,さらに2003年7月に東南海･南海地震

に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法が施行され,同年12月には県内全域が推進地域に指定さ

れた.これに伴い,大規模災害に備えた様々な対策を推進しているところである.また,県では法に基づ

く整備のほか,県の総合計画｢県民しあわせプラン｣の3つの柱の1つで｢安全なくらしの確保と安心で

きる生活環境の創造｣の実現を目指している.

このように,災害時要援護者の対策は行政が中心となって進められてきたが,東海･東南海地震のよう

な広域大規模災害時には公助だけでは十分ではない.災害時要援護者の救出を行政や民生委員だけに任せ

るのではなく,地域が一体となってこの間題に取り組み,共助で災害時要援護者を救うことが求められて

いる.

1.2 研究の目的と手法

本研究は,地震等の災害時における要援護者対策について検討しなくてはならない基本的な項目を洗い

出し,今後の災害時要援護者の避難対策に関する適切な施策の策定に資する基礎的資料を提供することを

目的とする.また,モデル地区において災害時要援護者の避難対策を検討するワークショップを実験的に

行い,地区ごとの災害対策を比較,分析することで,住民主動で行う災害対策を提案する.

そこで,地域住民が災害時要援護者避難対策を進めていくための｢てがかり｣となるべく,要援護者に

っいて考慮すべき項目と留意点を記した『地域住民のための｢災害時要援護者避難対策マニュアル｣作成

指針』 (以下｢指針｣と記す) 1)と,住民主動のワークショップを行う手法を具体的に示した『地域住民

のための｢災害時要援護者避難対策マニュアル｣作成手引き』 (以下｢手引き｣と記す) 2)を作成する.

｢指針｣作成においては,災害時要援護者の特徴を整理し,視覚障害者,聴覚障害者等当事者団体-の

ヒアリング調査を実施して,災害時要援護者の避難支援の現状と今後の課題を明らかにする. ｢手引き｣

は,モデル地区における実際の取組を基に作成し,その後,実験的に｢手引き｣を使用してワークショッ

プを行うことによって,内容の充実を図る.また,アンケート調査に基づく防災力診断を行い,地域防災

力に応じた災害対策手法を提案する.
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1.3 既往の研究

災害時要援護者または災害弱者に関する研究を, ①日本建築学会計画系論文集, ②日本建築学会大会学

術講演梗概集, ③都市計画論文集より検索し,整理する.表ト1にリストアップした論文を示す.なお,

③都市計画論文集には該当する論文は存在しない.

表1-1 既往研究の整理

②日本建集学会大会学術競演捷我*

I.て■二.=.拳′.ハ.■.浄書■.
..;I,.:タイ■B,A.､∴ ･∴‥,垂秦荘.:I;A...I.::-:EJ;.-L;;I.;;i&三菱

2006

D-1 災書時草津従者に対する効率的支援のための皇冊子-タベース群集に槻する研究 451 車軸書

トー

災害時章嬢株者のためのバリアフリーに関する研究 511 坂本圭

地方自治体における災害什報共有の実態に関する調書研究
523 外間正浩

章雄杜着付稚を例として

2005
E-1

地区市民♯等ヘの災害時妻操捷青書の屋内避難者赦と避難串の分析
89 紳F]局ニ

A.B市における地‡時の災昔時幸運境青書の丑燕に関する研究その1

地区市長♯等ヘの屋外避難可能人数と丘内.屋外収容串の分析
E] 戸口典代

A.8市における地‡時の災書時事横様青書の遭難に関する研究その2

災害時裏襟徒者の避難支援必章タイプの分類と避難方法の分析
293 何時光宏

A.8市の災書時妾様様者の大‡災時における遭難介助と支援方式の研究そa)1

災昔時章様態者に関する避難支捷必要度人数およぴ介助者人数の分析
295 木下I昭

A.B市の災書時事操様者の大‡災時における丑耗介助と支捷方式の研究その2

モデル校区の災書時章雄従者の心身等の状態と避難施世別分類の分析 299 伊‡圭一
A.B市の焚書時菓捷徒者の避難施牧選定と収容力に関する研究(そのー)

災害時章捷横着の避難施世の収容力の分析
303 漉i&昭彦

A.B市の災書時事雄株者の避難施改選定と収容力に関する研究(その3)

A-2 マルチ.エ-ジエント.シミ.1レーションを用いた災書覇者を考JIした丑難役計に関する-考察 509 西野事亡

2004 E-1
災書時における避難地故に関する研究

221 半沢祥
災書覇者を考慮した施牧計画と今後の辞鹿

2002 A-2 災書覇者を考JIした大親株店葡の避難安全荊妻 149 蒋原♯♯

200ー
A-2 災書串肴としての外囲人の危放任及び対策に関する粥壬研究 247 青田tL之

E-1 災事覇者の常時閉息式防火戸の通t)抜け動作についての分析 851 佐野友aa

2000 A-2
ハートビル法連用建築物における災書帝音羽壬 24ー 津村昭t+

利用者の歩行速度計測及び行動能力アンケートによる

1999 A-2
災書帝舌を考JIした建築物の避難安全対策に関する研究

137 津村昭縛
ハートビル法着用建築物の利用者荊妻

1997 A-2 災亨零者の特性把握に対するVRシミュレータの可能性 lⅡ】 抄井秀-

以上,既往研究を概観すると,災害時要援護者の避難方法や避難施設の使用について調査,分析を行っ

た研究は存在するが,本研究のように災害時要援護者の避難対策を地域住民が主動で行う手法を検討した

研究は見られない.
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1. 4 災害時要援護者の避難対策の概念

平常時でも様々な支援を必要とする人は,災害が発生した場合,自分の身に危険が差し迫って,それを

察知すること,そうした危険に対して適切な行動をとること,避難先での生活を続けること等に大きな困

難が生じる.一般に,こういった人々を｢災害時要援護者｣と呼ぶ.

平成3年度版防災自書(国土庁)によると, ｢災害弱者｣について以下のように定義されている.
3)

(1) 自分の身に危険が差し迫った場合,それを察知する能力が無い,または困難である人.

(2) 自分の身に危険が差し迫った場合,それを察知しても適切な行動をとることができない,または

困難である人.

(3)危険を知らせる情報を受け取ることができない,または困難である人.

(4)危険を知らせる情報を受け取ることができても,それに対して適切な行動をとることができない,

または困難である人.

具体的には,傷病者,身体障害者,知的障害者をはじめ日常的な行動に制約がなくても,理解能力や判

断力を持たない乳幼児,体力的な衰えのある老人等の社会的弱者や我が国の地理や災害に対する知識が低

く,日本語の理解も十分でない外国人等が挙げられる.

外国人と同様に,現地の地理や災害に対する知識が低い観光客も災害時要援護者であると考えられるが,

本研究は地域内の災害時要援護者の避難を近隣の住民が支援する手法を検討することを目的としている

ため,観光客を対象としない.

1. 5 災害時要援護者避難対策における果たすべき役割

効果的な災害時要援護者の避難対策を行うためには,要援護者自身あるいはその家族による｢自助｣,也

域住民による｢共助｣,および市町村等の公的機関による｢公助｣の三位一体の活動が必要不可欠で,こ

こではそれぞれの果たすべき役割を整理する.

(1) 県の果たすべき役割

県全体の災害時要援護者対策の促進を図るため,災害時要援護者対策の基本方針をたて,市町村や地域

の自主防災組織等が災害時要援護者対策を促進するための手引き作成等,必要な支援を行う.

(2) 市町村の果たすべき役割

市町村は,防災対策を推進する基礎的な自治体として,災害時要援護者のための各種施策を推進する.

なお,施策の推進にあたっては,自主防災組織,社会福祉施設,医療機関等と連携し,各地域の特性に応

じた対策を推進するものとする.

(3) 自主防災組織等の果たすべき役割

自主防災組織は災害時における応急対策を実施する上で最も有効な組織単位であり,災害時要援護者対

策においても,実動部隊としてその役割を担うべき組織として期待されている.特に大規模災害が発生し

た場合には,市町村はその職員も被災者になる可能性があり,管内全域の災害対策におわれ,現場におけ

る応急対策はもっばら地域の自主防災組織等によらざるを得ない状況となることが予想されるため,災害
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時要援護者対策についても,自主防災組織の役割は大きい.しかしながら,自主防災組織は,消防団等と

異なり法的な裏づけがある組織ではなく,その活動にはおのずと限界があることも事実であり,良かれと

思って行なった活動について,後に責任能力を問われるトラブルになることがないよう留意して活動を行

なう必要がある.このため,自主防災組織の活動に関する,啓発活動を,日頃から地域において積極的に

行なう等,地域と自主防災組織の信頼関係を気づいておく等の取組が重要である.

また,地域住民に看護師等の保険･医療･福祉専門職や経験者がいれば,自主防災組織に加入を求め救

護活動の充実を図ることも重要である.

(4) 社会福祉施設等

社会福祉施設等は,入所者を災害から保護する義務があり,日常から災害時を想定した対策を準備して

おく必要がある.また,平素は在宅で生活している災害時要援護者も,災害に伴い自宅での生活が不可能

になることも考えられるため,こういった人々を臨時的に受け入れることも検討しておく必要がある.

また,近年訪問着護ステーション等在宅の災害時要援護者を対象とした福祉サービス事業所が整備され

てきている.これらの施設は,在宅の災害時要援護者に関するさまざまな情報を把握しており,災害時要

援護者のケアの仕方について十分な知識･技術を持っていることから,発災時においては,災害時要援護

者を安全に避難させるために大きな役割を期待できる可能性がある.
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第2章 災害時要援護者の避難対策の避難対策の現状

2. 1 災害時要援護者の避難支援ガイドライン

内閣府は, 2004年7月の梅雨前線豪雨等における対応について,高齢者等の避難体制の整備等の課題が

明らかとなったことから,集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会を設置

し, 2005年に, 『災害時要援護者の避難支援ガイドライン』4)を示した.

このガイドラインでは,

①情報伝達体制の整備

②災害時要援護者情報の共有

③災害時要援護者の避難支援計画の具体化

の3つを課題として挙げ,避難支援プランを策定し,発災時にプランをもとに計画的･組織的な避難支

援を実施するべきであるとしている.

さらに,災害時要援護者の支援体制の整備を図っていくため,災害時要援護者の避難対策に関する検討

会を設置し, 2006年3月に,避難行動後の避難所での生活支援や,関係機関等やボランティアの間での連

携等についての具体的な対処方策を提示した5).

2.2 先進事例の調査

2. 2. 1 都道府県が主動で取り組む事例

(1)神奈川県

阪神･淡路大震災の教訓をふまえ, 1996年に｢災害弱者｣に対する支援体制を整備するためのガイドラ

インとして, 『災害時における災害弱者支援マニュアル作成指針』を策定した6).この指針は,災害に備

えた事前対策や災害発生直後の安否確認や救出活動等が迅速に行われるよう,主に市町村に対して提示し

たもので,高齢者･障害者･外国人等,要援護者のタイプ別に支援対策を示したものである.

(2)静岡県

静岡県は,阪神･淡路大震災以降,地震対策を見直す行動計画｢地震対策300日アクションプログラム｣

を取りまとめ,対策の充実強化を図ってきた.そして, 2003年に地震被害想定を見直すにあたり,市町村

を対象として『災害弱者支援ガイドライン』 7)を作成し,災害弱者支援マニュアルを作成の際に参考とな

る具体的な支援方法を提示した.このガイドラインは地域･社会福祉施設･病院という場面ごとに必要と

なる対策をまとめ,子供-の配慮,メンタル-ルス等の特別な支援やボランティアの役割･受入体制につ

いても述べている.
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2. 2. 2 社会福祉施設等が主動で取り組む事例

( 1 )全国民生委員児童委員連合会

全国民生委員児童委員連合会は,日常的に要援護者の生活支援を行っているという民生委員･児童委員

の役割･特長を活かし, 2006年から｢民政委員･児童委員発 災害時一人も見逃さない運動｣として全国

の民生委員･児童委員が一斉に,地域住民,関係機関と連携した取組を強化する活動を行っている.この

運動は,災害時におけるニーズ把握や,共助による安否確認体制･支援体制の構築,防災･減災に向けた

啓発活動等を通して,地域住民や関係機関と連携･協働した安全で安心なまちづくりを行うことが目的で

ある.運動を推進するためのツールとして,災害対策の手順を具体的に示した手引き8)を作成した.

2. 2. 3 自主防災組織等が主動で取り組む事例

(1)四日市市港地区自主防災組織連絡協議会

四日市市港地区は,コンビナート地帯に隣接した地区であり, ｢自分たちの町は自分たちで守ろう｣を

スローガンに, 1996年に自主防災組織の連絡協議会を結成し,防災活動に取り組んでいる.発災時におけ

る被災状況を想定した自主防災体制づくりや,個人の行動,避難所開設等の具体的かつ詳細なマニュアル

10)を作成･配付するとともに,要援護者には福祉と防災を一体化した｢港地区支え合いカード｣を作成し,

カードをもとに家庭訪問を実施する等の支援体制を整えている.さらに,地区内に居住する防災上の技能

者を把握し,災害時に協力を依頼する体制の整備を図り,企業とも連携して合同訓練を実施する等,きめ

細かい取組を行っている.このような実績が評価され, 2006年には｢みえの防災大賞｣を受賞した.
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第3章 災害時要援護者の避難対策に関わる団体の意鼓調査

3. 1 意識調査の目的

災害時要援護者の特徴と避難支援の現状を明らかにすると共に,先進的な事例を調査するため,災害時

要援護者の関係団体を対象に聞き取り調査を行なった.調査結果を｢指針｣に盛り込むことで,より実態

に近い,実践的な避難対策を提案することを目指す.

調査を行なった団体には,事前に｢指針｣の案を送り,内容を確認してもらった上,現状に合わない点

や不足している点を指摘してもらった.また,必要な支援がある場合は,具体例として追記した.

3.2 当事者団体へのヒアリング調査結果

｢指針｣の作成に際し,要援護者の特徴や必要な支援等,盛り込むべき事柄-の意見を要援護者自身か

らもらうため,当事者団体-ヒアリング調査を実施した.ヒアリング調査を行なったのは,視覚障害者,

聴覚障害者,肢体障害者,内部障害者,知的障害者,精神障害者に関わる団体と,彼等を支援する地域生

活支援センター,ボランティアの団体である.調査結果を6項目に分類して整理した.

3.2.1 所在把握

災害時の早期安否確認･救出のためには,平常時に要援護者の所在を把握しておくことが重要である.

把握すべき情報は住所,氏名,緊急連絡先,既往症等が挙げられるが,個人情報の収集であるため,事前

に本人の了承を得た上で,プライバシーに十分配慮する必要がある.特に,精神･知的障害者等外見では

障害が分かりにくい場合,障害者であることを知られたくないと考える者も少なくない.また,知的障害

者の場合,詐欺等の標的になりやすいという社会的背景があり,所在把握は困難である.災害時要援護者

に関する情報収集は,顔が見える関係で行われるべきであり,ソフトウェア面でのバリアフリー化が求め

られる.

3.2.2 情報伝達･避難誘導･安否確認

要援護者には情報が確実に伝わったかを確認することが重要になる.視覚障害者は回覧板等の紙媒体の

情報は伝わらないので,別に情報伝達の手段を講じる必要がある.車いすの場合,普段バリアフリーであ

っても,停電でエレベータが動かなくなるとに動きがとれなくなることが多い.精神･知的障害者は環境

の変化によってパニックに落ちいりやすく,どのような行動を取るか予測できず,会話することが苦手な

場合もあるので,避難の際には.注意が必要である.視覚･聴覚障害者の場合も適切に手引きができれば

避難行動に問題は少ない.
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3.2.3 避難生活

視覚･聴覚障害者は情報を取得するのが難しく,特に視覚障害者の場合, 1人でトイレに行くことも困

難である.内部障害者には人目につかないところで補装具の交換ができるよう,囲まれた場所をつくる必

要がある.要援護者側から避難所で特別なケアを要求するのは難しい.平常時に各障害に応じた特別なケ

ア,注意事項をかいた張り紙を用意し,避難所開設と同時に貼付けることで,要援護者の関わり方を周り

の人に知らせ,助けを求めやすい環境をつくることも大切である.また,自閉症や弱視の人にはヒストグ

ラムによる,視覚的な情報伝達が有効である.

3.2.4 薬･ケア用品の確保

服薬を継続するために薬の名前,量,回数を知っておく必要があるが,災害時であっても医師の処方等

がないと薬を手に入れることは難しい.精神障害者は, 2週間程で薬の効果が消える.服用を続けられる

ことが精神の安定にも繋がるので,速やかに薬の入手を出来ることが求められる.内部障害者の補装具は,

個人にあったものでないと使うことができないが,災害時は一般的な補装具しか支給されないので,普段

から代用品を本人が確認しておかなければならない.また,補聴器を使用している人には,予備の電池を

準備してもらうよう勧めることが望ましい.

3.2.5 避難訓練

自閉症等,環境の変化によってパニックになりやすい人は,訓練では避難できても実際は避難できなく

なる可能性が高い.支援する側は,訓練時もいつも同じ場所に逃げるのではなく, 2方向避難を意識して

訓練することが重要である.地域の避難訓練で障害者が参加する場合,形だけになりがちで,障害者に

有益な訓練が行われない場合が多い.避難訓練をきっかけに障害者が地域住民に受け入れられるようにな

ることが望ましい.また,障害者を対象にした避難訓練･講習会に専門家を呼ぶことの出来るような行政

サービスがあると良い.

3.2.6 地域生活支援センター

知的障害者,精神障害者の中には,他人に知られないよう地域の病院ではなく,自宅から離れた病院-

通う人がいる.支援センターはこのような人達が最も相談しやすい場であり,最も要援護者の信頼を得て

いる場であると言える.地域住民に知られていない要援護者と地域とのパイプ役として,災害時の避難支

援に際も期待が出来る.しかし,県内の支援センターは数が少なく,結果1つのセンターが担当する地域

が広範囲になるので,きめ細かい対応が出来なくなるという問題がある.
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3.3 まとめ

この調査で,要援護者支援における問題点,検討課題を顕在化させることができた.これは,要援護者

本人が話してくれたからこそ明らかになった事柄であり,要援護者自身が社会に出ていく自助努力の必要

があることを示している.しかし,本当に求められるのは,地域住民に知られることもなくひっそりと暮

らしている要援護者を社会で支援していくことであり,日頃から密な地域コミュニティを築いておくこと

である.地域住民の要援護者に対する意識の啓発とハードウェア･.ソフトウェア両面のバリアフリー化

を進めると共に,行政,各地域組織および関係団体は災害時に支援するための明確なビジョンを要援護者

に提示する必要がある.

また,今回は視覚障害者,聴覚障害者等と個別に調査を行ったので,盲ろうあ者のように複合的な障害

を持つ人には対応できない.バリアフリー化として段差をなくすことは車いす利用者には有効だが,自杖

を使う視覚障害者にとっては逆にバリアになるということがあるので,異なる障害を持つ人が集まった場

で聞き取り調査することが望ましい.
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第4章 地域における災害対策の取組

東海･東南海地震のような広域大規模災害では,行政や公的防災機関とその職員にも被害が及ぶため,

予め策定されている地域防災計画の遂行や,災害対策本部の機能に支障をきたすことが予測される.した

がって,地域住民が災害時要援護者の避難支援における共助の重要性と自分たちの役割を理解し,地域の

現状に合った災害対策を行なって地域全体の防災力を向上させるために,住民参加型の取組が必要である.

4.1 概要

地域での災害時要援護者対策の手法を探り,防災力向上に効果的な取組を｢手引き｣で提案するべく,

モデル地区で実験的にワークショップを行なった.また,災害対策-の意識付けと地域防災力の把握を目

的として,住民を対象にアンケート調査を実施した.

｢手引き｣の作成は,次に示す手順で行なった.

(1) 第1のモデル地区でワークショップを行なう.

(2)結果を元に｢手引き｣の案を作成する.

(3) ｢手引き｣を使用してワークショップを行なう.

(4) ｢手引き｣の内容を検証し,加筆･修正を行なう.

4.1.1 モデル地区

モデル地区として,三重県内の4地区を選定した.立地･環境･人口構成が異なる2地区を選定するこ

とで,今後他の地域においてこの事例をもとに応用･活用できるよう配慮した.鳥羽市浦村町今浦地区お

よび熊野市遊木町を漁村型,四日市市富洲原地区住吉町を都市型,員弁郡東員町笹尾東1丁目をニュータ

ウン型のモデルとしてワークショップを実施した.各モデル地区の人口を表4-1に示す.

表4-1各モデル地区の人口
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ミ..㌔■壬.i)包聖､'-[与..7j/=^1:}一､≒王i

･L,C､亡王.1_て:ミ=J.i,,べi:;
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鳥羽市浦村町今浦地区(2004年現在) ー12 432 219 2ー3 112 25.9%

四日市市盲州原地区住吉町(2005年現在) ー63 433 211 222 96 22.2%

熊野市道本町(2006年現在) 225 5ー3 235 278 205 40.0%

鼻井部兼良町笹尾東1丁目(2006年現在) 437 1390 664 726 184 ー3.2%
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4.1.2 ワークショップ

本ワークショップは,本ワークショップは,災害

時要援護者の特徴や避難支援の方法を学ぶ｢学習｣ ,

地域防災における問題点の解決法を議論する｢計画

づくり｣,計画に基づく避難訓練や図上訓練を行な

う｢訓練｣,訓練の結果をもとに計画を反省する｢検

証｣の4ステップで構成される(園4-1).

園4-1 ワークショップ フローチャート

(1) 学習

地域で防災対策と検討する際の基礎的な知識を得るため,地震災害や福祉の専門家,先進的な取組を行

なっている地域の自治会役員等を地域に招いての勉強会や防災の取組に関する意見交換会を行なう.また,

防災力診断アンケートを行ない,地域の防災力を把握し,要援護者支援の取組に対する意識付けを行なう.

(2) 計画づくり

タウンウオッチングと防災マップづくりや要援護者についての話し合いを行ない,防災計画を検討する.

タウンウオッチングの際は,表4-2に示すような項目に留意しながら1時間程度をかけてまちの中を調

査する.その後,調査結果を白地図に書き込んで防災マップを作成しながら避難計画を立てる.

要援護者についての話し合いでは,学習で学んだ要援護者支援の留意点等を表4-2に示す項目を議論

する.主催者は各グループに議論のまとめ役(ファシリテ一夕)として参加した.

表4-2 調査項目･議論項目

二.I..メ

地震が発生したときに危険なところ 所在把握

災害対応資暴材およぴ保管蛾所 情報伝達

一次的に避難できるところ
避難誘導

9i事時に役立つところ 安否確醍

公共施設 避難所生活

道路噂.段差 要模様青白身について

(3) 訓練

計画づくりで検討した避難計画をふまえて,実際に避難訓練を行なう.避難の際には,担架,車椅子を

使用した搬送訓練や要援護者の疑似体験を同時に行い,要援護者の視点で避難経路の危険箇所,避難支援

の方法等を確認する.併せて,地域の防災無線を使った情報伝達訓練,アルファ米を用いた給食訓練等も

行ない,総合的な地域防災力の向上を図る.モデル地区では,防災無線の合図で一斉に避難し,表4-3

に示す項目について,避難行動調査を行なった.
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表4-3 行動調査項目

(4) 検証

避難訓練後,記憶が新しいうちに話し合いの場を設け,計画づくりのステップで作成した避難計画に対

して,実際にはどのように避難したのかを検討する.以降の防災計画の参考になるよう,成功した点や課

題,反省点を洗い出し,取組のまとめとして地域のローカルルールを定め,災害時要援護者支援マニュア

ルを作成する.

4.1.3 防災力診断アンケート

このアンケートは,地震防災力に関する一般的な事柄について45問程度を質問し,防災力を診断する

ものである.設問は防災力が高いほど該当数が多いというチェックシート方式で構成され,防災力の診断

だけでなく,防災意識の向上を目的としている.防災力の評価は,以下の2とおりの方法で行なった.

なお,各地区行なったアンケートの内容が多少異なるため,全ての地区で同じ設問の場合のみを評価対

象とした.

(1)項目別評価

防災力診断アンケートの調査項目は表4-4のとおりであり,全9項目を家庭.地域･その他の3分野に

分けて評価する.評価点数は,項目[1]-[9]それぞれの満点に対する得点率とする.

表4-4 防災力診断アンケート調査項目

家庭

【1]ご自宅について

[2]ご自宅の帝崖の中の状況について

[3】ご自宅での備えについて

[4]家族同士の話し合い一申し合わせについて

地域

【5]ご自宅のある地域の地票発生時の危険度等について

[6]避難場所について

[7】防災訓練-の参加状況について

その他

[8]学校ヘ通う子供さんのいるご家庭について

[9]自宅から通勤.通学している方について
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(2)指標別評価

知識･計画力･実践力という3つの視点と家庭･地域という2つの分野の組み合わせの6つの指標と,

知識･計画力･実践力の平均値を1つの指標として,合計7つの指標で評価を行なった.評価点数は6つ

の指標それぞれの満点に対する得点率とする.

各指標の加点の定義を表4-5,設問に対する得点の詳細を表4-6に示す.

表4-5 指模の定義

覇道
■.1?1.当.∧._mこp.一r

ヲyLr謹蔭一っ

軍7.1i..ち-響.I?.鮮嚢碑聾琴責濁望照淳=,f≡-こ.._撃墓謹-I.LL,lB};=:.,T;f?i.=3,.:..-;I;iifip..i-貫■

知隷 地震およぴ防災対策の知織

計囲力 発災時の行動計画

実践力 対策の実行(家庭).訓練ヘの参加.危険 物の確毘(地域)

表4-6 指標別得点表
豆-gfrLt霊宝ま謹iyE1{1,JAiT-']書
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璽
匡
+

_.‥-.L警喜萱..I.L■t翠

′一り■′ ):空:.I,._I

1.ご自宅について
H
H
M

家の地盤の状況を知つている.(※1) 1 0

家が建築されたのは昭和56年以降である.(※2) o…1

家の構造形式を知つている.(※3) 1 0

①木造②鉄筋コンクリート造③鉄骨連④それ以外 nM

耐ま診断を受けたことがあ る.(※4) ー… 0
g

耐薫改修は実施済みである.(※5) 0 0
M

i

1

小計

2.ご自宅の部屋の中の状況について
H
H

玄関に出入りの障害となるものが置いてない. 0 0

家具の下敷きになる位置で就寝していない. 0

家具などの転倒防止対策はとつてある. 1 0

恵ガラスや家具のガラス扉に飛散防止フイルムは貼つてある. 1 0

洋服ダンスや食券棚などの篭音開きの扉に.地震動で簡単に開かないようにフック
0

などが取り付けてある.

棚やタンスの上から重いものが落ちてこないようにしてある. ーlo
カーテンや カーペットは難燃性又は防炎性のものを使用している. 0

耐裏白動消火装置のついているストーブを使用している.
0

(スト-プを使用していない)

照明蕃具の落下防止対策をとつている. 1 0 H
小計

;J■~Lt.:Lk.; ;{7敬一壬L.i7=lL';L,.'㌻Lvi′ぎ夏i?I.ニJJ:.I:,{■■t;-:-,I,'
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3.ご自宅での備えについて
‖
H
ロ

消火器や消火バケツなどの消火用臭が備えてある.
HH
0!

非常持ち出し晶の準備ができている.
…
H
H

O呈o
H
‖
M

･.--...--.+-ー--ー-.-

(賞味期限や晶箕保持期限のチェックも必要)

飲料鞠係(飲料水,レトルト食品など) 叩
衣類関係(防寒具.下着.毛布など) H
日用品(携帯ラジオ.懐中電灯など) 1Tう
貴重品(印鑑,現金.通帳など) ー

1

量1
H

小計

′｢.■.:､しt/.守t~一J
トノ′⊂!;.//u)～.;/.i-T

轟

架空､望.賢萎
T.I-r

詐語∫.i.:.:.Iu{欝-.
チ,T三重

4.家族同士の話し合いー申し合わせについて

家族全鼻が災害用伝言ダイヤルr171｣の使い方を知つている. 0

地景が発生した境合の家族の集合場所や連絡方法を決めてある.
H

l■
家族の中に災害時に支援が必要となる人がいる(※6)

TM
‖
m

i

m

災害時に支援が必要となる家族の災害時の避難方法等について.話し合つてある. H
H
1蔓0
‖(※7)

小計 i.■-_.ーPTJ

こ1rir

～-ン∵.:

I--I.ち-7;-7<i_/

L1._:.
･､と.こ[

ド({:/-■.■ー!､デ■jJミミ亡､-/
-I-モノフ.,1,_.ヾL〝一つ,

一､こp.-■

て.芸墨.港

5.ご自宅のある地域の地震発生時の危険度などについて …萱l1■■一
東南海.南海地景の防災対策推進地域の指定を受けているか知つている. Ⅶ
避難勧告.指示が伝達される経路や方法を知つている.

uH

HLH
H
H(広報車.防災無線一町内会長から,など)

葦o家の周辺の崖地やため池t川などの危険個所を確放してある.

東海地震や東南海地葉が発生したとき,津波による浸水の危険がある地域かどうか H

…0
…知つている.

小計

6.避難場所について
HH
HH HHH

避難境所の名称,位置を知つている. 0
H
至0
H

避難場所までの経路を歩いたことがある. Ⅶ
避難場所までの経路でブロック塀などt地震発生時に転倒.倒壊などの恐れのある

i
H

ML
uものがないか,権現してある.

避難場所までの経路が,家慶の倒壊や倒れたブロック塀.電柱などの障害物で速断
ー

された場合のt迂回する等の経路を権現してある.

小計
㌔-:±L;r,.

7.防災訓練への参加状況について
i.i
l■■■

今後,町や自治会で実施する防災訓練に,参加したいと患う. 0
u

HP 毒0
小計

ーゝ,'j-I,I:_1.む

- 20 -

:.重大苧大学院 工学研究科



設問
Eヨ

知 計 Eコ

8.学校へ通う子供さんのいるご家庭について(※8)

通学路にプE]ツク損など.地震発生時に転倒.倒壊などの恐れのあるものがないか
0 1 0

確毘してある.

東海地震に関する注意情報が先せられた境合の.学校から親-の子供の引き渡し方
ー 1 1

法が決めてある.

小計 ー 2 1

9.自宅から通勤ー通学している方について(※9)

東海地震の警戒五首が発せられた堵合l=,帰宅するための公共交通機関が停止する
1 0

i

0

かどうか.知つている.

通勤桂終にプE)ツク塀など.地震発生時に転倒.倒壊などの恐れのあるものがない
1 1

l
1

か確隠してある.

職場の周辺の避難場所の名称,位置を知つている. 1 0
tO

小計 3 1 Ⅷ
合計

千

(※l)で寿が建築されたのは56年以降であると回答した人と. (※3)およぴ(※4)の両方であると回答した人

は同じ得点を加点するものとした(持株別).

(※3) (.X4)は.項目別では寿が建築されたのは昭和56年以前であると答えた人を母数として計斉した数値,緒

裸別では回答者全員を母数として計斉した数値を得点率とした.

(※5)に回答した人全点が(※2)で知っていると回答したものとした. (住吉町の場合)

(･x7)紘,項目別では(※6)で家族の中に1R専時に支援が必要な人がいると回答した人を母数として計弄した数

値,指標別では回答者全点を母数として計弄した敏也を得点率とした.

(※8) (※9)は.項目別は倣当する回答者のみを母数として計算した数値を用い.指棟別は評価対象外とした.
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防災力診断アンケート調査はモデル地区3地区で実施し,住吉町では取組による意識の変化を調べるた

め,ワークショップの前後で2回調査を行なった.三重大学災害対策プロジェクト室･川口研究室が他地

区(四日市市日永地区･志摩市国府地区･甲賀地区)で行なった同様のアンケート調査の結果を加えて分

析を行なった.また,各地区行なったアンケートの内容が多少異なるため,全ての地区で同じ設問の場合

のみを評価対象とした.全地区の配布回収状況を表4-7に示す.

表4-7 配布回収状況
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丁-iy.≡LE

茎害-t.t!;!',三√.響-_賢一.;写空曹整蛮墾禦k.j惣し望T({≡÷､≡堅墓塁
一千..歪ごJ4p:

;yL≠1tb':一.I-亡.L;せ-～),_

茎墓毒鷲堤,,≡

■■■■.

住吉町

WS前

自治会所属の

小学3年生

以上の全住民

405
自治会の組長を

通じて
351 86.70%

住吉町

WS後

自治会所属の

小学3年生

以上の全住民

ヰ0ー
自治会の組長を

通じて
306 76.31%

連木町 町内の全世帯 222 郵送 116 52.So鵠

笹尾兼 自治会に所属
410

自治会の班長を
240 58.50%

1丁目 する全世帯 通じて

日永
自治会に所属

する全世帯
751

ショッピング

センターの職長

を通じて

381 50.70%

国府
自治会に所属

する全世帯
450

自治会の班長を

通じて
288 64.00%

甲賀
自治会に所属

する全世帯
380

自治会の班長を

通じて
ー86 48.90%
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4. 2 鳥羽市浦村町今浦地区

鳥羽市浦村町今浦地区は,生浦湾内に位置し,地震時は津波被害の危険性が高い地区であり,昔からの

コミュニティが残っている反面,高齢化が進んでいる地区である.また,牡輔の産地として県内でも指折

りの地域で,水産業を営む人も多く,平日の日中に極端に人が少なくなるということはない,今浦地区自

治会は6つの組で構成されている.

今浦地区は,自主防災会が中心となって危険箇所,独居老人等の要援護者の所在を記載した防災マップ

を作成し,地区内の全戸配布に配布していた,また,要援護者の情報はプライバシーに配慮して,名前で

はなく人数のみを記載する等,ある程度,防災計画が検討されていたので,前述のワークショップの流れ

の訓練･検証から始め,地域の防災における問題点を確認し,その後,学習･計画づくりと続ける手順を

とった.また,ワークショップ終了時には,参加者の意識の変化を調べるためのアンケート調査を実施し

た.

4.2.1 第1回(避難訓練)

(1) 目的

第1回ワークショップは,今浦地区自治会作成の防災マップに基づく避難訓練を行うことで,地域住民

に防災マップを認知してもらうと共に避難に生じる問題点を掘り起こし,それらの課題を解決する､ための

方法や事前対策のあり方を検討することを目的とする.

(2) 実施概要

① 日時:2005年11月21日(日) 9:30-15:40

②場所:鳥羽市浦村町今浦地区(本部:婦人の家)

③プログラム:

午前の部 避難訓練(9:30-ll:00)

9:33 避難開始

午後の部 反省会(13:30-15:40)

13:30 反省会の説明

14:00 各組に分かれて避難訓練についての話し合い

15:00 各組の話し合い結果発表

15:30 講評

ワークショップは大きく分けて,津波避難訓練および行動調査(訓練),地域防災に関する話し合い(検

証)で構成される.避難訓練における避難場所は,今浦地区防災マップに記載されている11箇所の高台

とした.
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(3)避難訓練行動調査

調査対象は避難住民全員とし,小さな子供や高齢者等の要援護者については,援護者と一括調査とした.

ただし,家族と避果した要援護者であっても,調査票-記入できる人は個別に調査した.また,自主防災

会隊員として活動した人も調査対象とした.

スタッフが今浦地区指定の避難場所に待機し,調査東に到着時間,避難場所番号,スタッフ名を記入し

て,避難住民にクリップボードにとめた調査票およぴボールペンを手渡し,記入をお願いし,回収した.

(4)避難訓練行動調査結果および分析

調査票回収枚数は161放であった.援護者と一括調査した要援護者の参加者が23名.であったため,こ

れを加えて,避難訓練参加人数を184孝.とする.

①参加者の属性

参加者の属性を図4-2.園4-3に示す.避難訓練には184名,住民の半数近くが参加した.このこと

からも今浦地区の防災意識の高さが伺える.高齢化率25.8%に対して, 65歳以上高齢者の参加人数は64

人,全体の34.8%であり,特に高齢者の防災意識が高いと言える.

(Ⅳ=184)

園4-2 性別(今浦地区･老壮訓練)

(N=1 84)

田10*未満

■ 10jE代

ロ2O*代

□3O鼓代

I 40*代

E) 50iE代

I 60或代

□ 70*代以上

r無回答

園4-3 年齢別(今浦地区･避難訓練)
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②避難場所

調査結果をもとに,避難を開始した地点を避難場所ごとに分類して地図上にプロットした.参加者が避

難した場所について国4-4.園4-5に示す.園4-5より,ほとんどの住民が避難開始時にいた地点か

ら最も近い避難場所に避難していることが分かったが,避難開始時に自宅にいなかった参加者は遠くても

自宅から近い連発場所に避難する僚向が見られた.この場合,海に向かって移動する経路をとる場合があ

り,津波に対して非常に危険である.

今浦地区には11ケ所の避難場所があるが,そのうち2つの避難場所には避難してくる住民がいなかっ

た.また,避難場所6の大江寺付近の避難場所には最多の64名, 34%が避難した(園4-4).これは,

大江寺が今浦地区にとってシンボル的な場所であり,住民が最初に思い付く避鹿場所であること,他の避

難場所と比較すると,避難経路に急傾斜が少なく避難しやすいこと等が理由として挙げられる.避難場所

4, 5は個人が所有する畑を連発場所に指定している.このため,訓練では参加者が敬遠したので避難者

数が少ないが,災害時には避難する住民の割合が増加することも考えられる.

5

3%

3

2%

(H=184)

70

60

50

40

30

20

10

0

(N=184)

2 3 4 5 6 7 8 1 1 無

o 1 回

答

園4-4 避難場所別(今浦地区)
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③避難時圃

到着までにかかった時間と年齢の関係を園4-6に示す.これを見ると,住民のほとんどが10分以内に

避難を終えているが, 65歳以上の住民の中で避難に時間がかかる暑がいることが分かる.このような人々

は地域で避難の支援する必要がある.一方で, 10歳未満の子供たちには逃げ遅れは見られない.子供の場

令,両親等に適切に避難誘導されれば避難行動に支障がないものと考えられる.

次に,避難時聞と援護の有無の関係について図4-7に示す.要援護者と避難した住民(要援護者本人

の場合も含む)は25孝】参加したが,援護が必要な場合と援護の要らない場合では,避難時間にほとんど

差は現れなかった.

(N=181)

10

濃艶時間(分)

15

園4-6 避難時聞と年齢の関係(今浦地区)

撲謙のいらない人と-1如こ避赦した(159名)

(1人で避難したの蝿含も含む)

要援護者と一緒(こ避難した(25名)

(要援護者本人の租含も含む)

(N=184)

20

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

避杜時間(分)

園4-7 避難時間と援護の有無の関係(今浦地区)
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④防災無線の聞こえ方

防災無線の聞こえ方について国4-8に示す.年齢による聞こえ方に違いを調べると, 65際未満でよく

聞こえたと回答した割合が63%, 65歳以上で71%と高齢者の割合が上回る結果となった(図).

次に,調査結果をもとに防災無線の聞こえ方を,よく聞こえた(育)何とか聞こえた(黄)あまり聞こ

えなかった(蘇)全く聞こえなかった(黒)に分類し,避難開始時における防災無線の聞こえ方を地図上

にプロットした(園4-9).これを見ると,今浦地区内では場所による防災無線の聞こえ方にほとんど違

いがないことが分かる.

以上のことから,今浦地区では防災無線の聞こえ方に位置的,年齢的な差異はほとんどなく風向きや恵

の開け閉め等,周囲の環境の遠いが影響を与えるものと考えられる.

全体(N=184)

65鼓以上(N=62)

65鼓未済(N=118)

Ⅶ■■■u l

一丁 9 4

l l ll
EE一■E] 3

l l l
.-I誕出腰34 7

0% 10% 2(粍 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■よく叩こえた E=何とかWこえた □あまり聞こえなかった 口全く聞こえなかった

園4-8 防災無線の聞こえ方(今浦地区)
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4.2.2 第2回(要援護者についての話し合い)

(1) 目的

第2回ワークショップの目的は,災害時発生時の要援護者の避難対策に関する学習･実習を行い,住民

の要援護者に関する基礎的な知識を得ることである.また,住民参加で災害時要援護者の避難対策に関す

る検討を行うことで.地域の課題･問題点を住民の共通認識とすることも目的とする.

(2) 実施概要

① 日時:2005年1月22日(土) 9:30-15:30

②場所:今浦地区(大江寺,婦人の家,老人の家他)

③プログラム:

午前の部 講義･実習(9:30-12:00)

9:30 主催者挨拶,主旨説明および住民アンケート

9:50 第1回ワークショップの行動調査結果報告

10:10 講義｢災害時要援護者に必要な援護について｣

11:00 実習｢要援護者の疑似体験および要援護者の支援方法｣

午後の部 意見交換会(13:30-15:30)

13:30 意見交換会の説明

14:00 各組に分かれて避難訓練についての話し合い

15:00 各組の話し合い結果発表

15:20 講評

意見交換会では,表4-2に示す項目について話し合った.行政･学生のスタッフが進行役のファシリ

テ一夕として参加し,ワークショップ終了時には,住民の意識変化を調べるためのアンケートを実施した.

(3) アンケート調査結果

アンケート回収数は,午前の部:89,午後の部:60であり,午前の部参加者の約9割が第1回ワークシ

ョップに参加した住民であった.アンケートの結果,約90%の参加者が午前中の講義は,
｢よく分かった｣

もしくは｢大体分かった｣と回答していることから,概ね学習の結果は良好と言える.

しかし,第2回ワークショップでは,第1回と比較すると,どの組も午後の議論が発散し,意見が出な

い傾向がアンケートやファシリチータの意見からわかった.第1回ワークショップでは,避難訓練から地

域の防災について考えるという一連の流れがあったため,午後の反省会でも様々な意見が発表されたのに

対し,第2回ワークショップでは,午前と午後の内容に明確な流れを感じられず,それが議論を発散させ

る原因となった.また,想定した議論する項目(表4-2)が, 1時間という時間に対してはやや過剰で

あり,参加者が午後の部の議論の内容を理解するのが難しかったこと,今回ワークショップに初めて参加

する参加者に,前回の議論について説明する時間を設けなかったことも問題であった.
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4.2.3 第3回(ローカルルール策定)

(1) 目的

第3回ワークショップの目的は,これまでの取組に基づき,今浦地区のローカルルールを策定すること

である.

(2) 実施概要

① 日時:2005年3月6日(日) 13:30-16:00

②場所:今浦地区(大江寺)

③プログラム:

13:30 主催者挨拶および主旨説明

13:45 自主防災会からの活動報告

14:00 前回までのワークショップの取組について

14:15 ローカルルールについての話し合い

15:00 意見の取りまとめ･マニュアル作成

15:50 講評

主旨説明,自主防災会からこれまでの活動報告を行なった後, 3グループに分かれて災害時要援護者の

避難対策について意見を出し合った.その場で出された意見を取りまとめて,今浦自主防災会防災マニュ

アル(園4-10)を作成した.

防災マニュアルは,大きく｢災害-の備え｣と｢発災時の対応｣の2つで構成される.マニュアルのタ

イトルは,各グループで案を出し合い,参加者の多数決で｢地震だ!津波だ!逃げよう!｣に決定した.

今浦地区独自のルールとして,非常持ち出し品の中にライターを加える,避難経路を散歩コースにする,

高齢者や子供は必ず笛を携帯すると定めた.

(3) アンケート調査結果

アンケート回収数は53であり, 55%にあたる29名は過去2回のワークショップ両方に参加した住民で

あった.災害時要援護者に対する考え方について,とても変わったと解答した割合を見ると,両方に参加

した住民が一番高く66%で,次いで1回のみ参加の57%, 2回のみ参加の25%となった.

4.2.4 まとめ

全てのワークショップに参加した29名の中には,自主防災組織役員が多数含まれており,ワークショ

ップを円滑に行ない,地域全体の防災力を向上させるためには,彼らのようにリーダーシップをとれる人

材の育成が重要であると考えられる.この結果をふまえて, ｢手引き｣では学習･計画づくり･訓練･検

証というワークショップの流れを示すと共に,自治会役員がファシリテ一夕としてリーダーシップをとれ

るよう,グループごとの話し合いのまとめ方を参考資料として載せた.
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4. 3 四日市市富州原地区住吉町

四日市市富州原地区住吉町は,昔からの住宅地と新しく出来たマンションが混在する都市型の地区であ

る.マンションには名古屋方面に通勤する住民も多く,地内での交流は,今浦地区と比較するとそれほど

活発ではない.住吉町自治会には11の組があり,うち2組はマンションの住民のみで構成されている.

この地区では,事前に防災力診断アンケート調査を行なった後,ワークショップの流れ通り学習から始

め,計画づくり･訓練･検証と続け,計画づくりに戻る手順をとった.取組による意識の変化を調べるた

め,各ワークショップの参加者にアンケート調査を行ない,全5回のワークショップが終了した時点で,

再度,住民全員を対象として防災力診断アンケートを実施した.自治会役員は,打ち合わせの段階から取

組に参加してもらい,事前アンケートの配布･回収や,話し合いでのファシリテ一夕等を行なって,リー

ダーシップをとってもらった.

4.3.1 第1回(勉強会)

(1) 目的

第1回ワークショップの目的は,防災力診断アンケートの調査結果報告と災害時要援護者に関する講義

を行い,防災の取組に関する意識付けを行い,要援護者支援について住民の理解を深めることである.

(2) 実施概要

(五 日時:2005年9月25日(日) 10:00-12:00

②場所:富洲原小学校 講堂

③プログラム:

10:00 主催者挨拶

10:10 防災力診断アンケート調査結果報告

10:30 講義｢地域住民中心で考える防災対策について｣

11:10 講義｢災害時要援護者について｣

11:50 講評

(3) アンケート調査結果

ワークショップ終了時の参加者アンケート回収数は44であり,ワークショップの参加したきっかけに

関する質問には,半数以上の参加者が｢地震や津波などの防災に関心を持っているから｣と回答した.こ

のことから,住民が地震防災-の関心を持っていることが言える.

4.3.2 第2回(タウンウオッチングと防災マップ作成)

(1) 目的

第2回ワークショップの目的は,計画づくりとしてタウンウオッチングと防災マップ作成を行ない,防

災という視点でまちを調査することで,改めて地域を知り,参加者全員でその情報を共有し,避難計画を

話し合うことである.
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(2) 実施概要

① 日時:2005年10月10日(月･祝) 9:00-12:30

②場所:四日市市富洲原地区住吉町(本部:富洲原小学校 講堂)

③プログラム:

8:00 主催者集合･会場設営

8:30 リーダー集合･仕事内容の説明

9:00 主催者挨拶および主旨説明

9:30 タウンウオッチング開始

10:30 タウンウオッチング終了(講堂集合)

10:45 防災マップ作成

11:45 各班の発表

12:15 講評

住民主導でワークショップを進めるため,当日は自治会の組長に事前に集まってもらい,本研究室が今

浦地区での検討を通じて作成した手引きを手渡してリーダーシップをとってもらうように説明した.タウ

ンウオッチング中には,各班に1台ずつ車椅子を貸し出し,車椅子での避難支援の実習を同時に行なった.

都市部では,タウンウオッチングが,まち(ハード)だけでなく,ひと(ソフト)を知るという点でも有

効であることが判明した.

(3) アンケート調査結果

当日の天候が雨だったこともあり,当初の参加者数は26名と少なかったが,タウンウオッチング中に

他の住民に声をかけた結果,参加者が増え,参加者アンケートの回収数は29になった.また, ｢ワークシ

ョップによって防災意識が高まりましたか｣の質問に対しては,ほぼ全員が高まったと回答した.

4.3.3 第3回(要援護者についての話し合い)

(1) 目的

第3回ワークショップの目的は,これまでの講義や実習をふまえて,要援護者の所在把握,避難誘導な

どについて議論し,地域で要援護者を支援する方策を検討することである.

(2) 実施概要

① 日時:2005年10月29日(土) 9:00-ll:30

②場所:富洲原市民センター 大会議室

③プログラム:

9:00 主催者挨拶および主旨説明

9:10 前回ワークショップのおさらい

9:30 各班に分かれて災害時要援護者についての話し合い

10:50 各班の議論結果の発表

11:20 講評
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第3回ワークショップは,第1回,第2回ワークショップの結果報告,計画づくりとしてグループに分

かれての地域における防災計画に関する話し合いを行なった.第2回と同様に,自治会の組長には事前に

話し合いに関する説明を行なって,ファシリテ一夕を担当してもらい,スタッフはそのサポート役として

参加した,今浦地区での反省から,最初にこれまでのワークショップの内容を説明し,充分情報を共有し

た後に話し合いを始めた.また,議論項目(表4-8)をわかりやすくすると共に,話し合う項目を列挙

した用紙と,町内の白地図を中央に置くことで求心力を持たせた.短い時間に効率よく議論する工夫とし

て,グループによって話し合う順序を変え,町全体として全ての項目について話し合いができるようにし

た.

この話し合いでは,自治会の組で駐車場など安全な一次避難場所を設定し,避難場所である小学校-行

く前に集合して安否確認を行なうという意見が挙がった.

表4-8 要援護者についての鼓論項目

}:pE-せくJ三.ぺ'-JJ.奉賛i.5J;.琶Lミ～ミニ電撃鷲撃琴芋賓庵苛吾亨軍葦雷雲設l入野ヨ惣冨■慧≠藍喜票≦3.t主…~J､ご-I,:-■;=~､■ごI--†

人丁={互､1`.{,1,

発災前 要援護者の所在把握

発災直後 要援護者への情報伝達.避難誘導ー安否権現

避難所生活 避難所生活での支援について

(3) アンケート調査結果

アンケート回収数は33で,うち17名がこれまで2回ワークショップ両方に参加したと回答した.これ

とは別に,ファシリテ一夕に話し合いに関するアンケート調査を行なったところ,半分以上が要援護者の

個人情報の取り扱いが議論のポイントになったと回答しており,地域における災害時要援護者支援の課題

は所在把握にあることがわかった.

4.3.4 第4回(避難訓練)

(1) 目的

第4回ワークショップの目的は,これまでの防災計画に沿って避難訓練を行い,避難に生じる問題点を

掘り起こし,それらの課題を解決するための方法や事前対策を検討すること,高齢者･視覚障害者の疑似

体験,担架･車椅子による搬送実習を通じて要援護者に対する理解を深めることである.

(2) 実施概要

① 日時:2005年11月20日(土) 10:00-13:30

②場所:四日市市富洲原地区住吉町(本部:富洲原小学校 講堂)

③プログラム:

午前の部 避難訓練(9:30-1l:30)

10:00 避難開始

10:30 避難終了

実習｢要援護者の疑似体験および要援護者の支援方法｣

実習｢アルファ米の炊き出し｣
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11:30 昼食

午後の部 反省会(12:15-13:30)

12:15 各組に分かれて避難訓練についての話し合い

15:15 各組の話し合い結果発表

15:25 講評

ワークショップは大きく分けて,津波避難訓練および行動調査(訓練),避難訓練に関する話し合い(檎

証)で構成される.避難場所は富洲原′ト学校講堂とした.

(3)避難訓練行動調査

調査対象は避難してきた住民全員とした.ただし,要援護者で調査票記入が困難な場合は援護者と一括

調査とし,係員は調査票に特記事項として記入した.

避難場所に待機した係員が調査票に到着時刻と係員名を記入して,避難住民に調査票および筆記用具を

手渡し,記入をお願いして回収した.

(4) 避難訓練行動調査結果および分析

①参加者の属性

参加者の属性を園4-ll,園4-12に示す.調査票回収数は73枚であり, 5歳から86歳まで幅広い年代

からの参加があったが, 20歳代の参加者はいなかった.若い人が積極的に参加できるよう工夫することが

今後の課題であると言える.

(H=丁3)

園4-11性別(住吉町.避牡訓練)

(N=73 )

Er 20Ji未済

口30♯代

ロ4O能代

I1 50ik代

E] 60AL代

■ TO♯代以上

□無回答

国4-12 年齢別(住吉町･避難訓練)
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②避難時間

到着までにかかった時間と年齢の関係を園4-】3に示す.これを見ると,すべての住民が20分以内に避

薙を終えており,年齢と避難時間に相関関係はないものと考えられる.しかし,要援護者と避難した場合

(要援護者本人の場合も含む), 1人もしくは援護のいらない人と避難した場合に比べると,避難場所到

達までにおよそ2倍の時間がかかることがわかった(園4一川).

今浦地区の場合は高齢者の避難が遅く,主に年齢が避難時閤に影響を与えていたが,住吉町では,避難

支援の有無によって避責任時間が異なる結果となった.

10

避難時間(分)

囲4113 避艶時間と年齢の関係(住吉町)

1人で避托した(23名)

援徒のいらない人と一緒(こ避赦した(33名)

要援護者と一緒に避難した(15名)

(要援護者本人の境含も含む)

(N=71)

20

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

避難時間(分)

囲4-14 避難時間と捷捷の有無の関係(住吉町)
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③防災無線の聞こえ方

防災無線の聞こえ方について園4-15に示す. 80%以上の参加者が, ｢よく聞こえた｣と回答している.

年齢による聞こえ方に違いを調べると, 65歳以上の参加者18名中17名, 94%が｢よく聞こえた｣答え

ており, rあまり聞こえなかった｣もしくは｢全く聞こえなかった｣と回答したのは全て65歳未満の参加

者であった.今浦地区と同様に,防災無線の聞こえ方を4段階に分類して地図上にプロットした(園4-16)

ところ,場所による防災無線の聞こえ方にもほとんど違いがないことが分かった.

全体(N=73)

65JE以上(N=18)

65jk未満(蜘9)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■よく聞こえた q何とか聞こえた Dあ手り聞こえなかった □全く珊こえなかった

図4-75 防災無線の聞こえ方(住吉町)

医療磯野

9

I
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I
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園4-16 防災無線の聞こえ方別スタート地点(住吉町)
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4.3.5 第5回(ローカルルール策定)

(1) 目的

第5回ワークショップの目的は,住吉町のローカルルールを定めると共に,次年度以降の防災計画を立

てることである.

(2)事前打ち合わせ

ワークショップを行なうにあたり,事前に自治会の組長らと避難対策マニュアルの検討を行ない,以下

のことを決めた.

①台帳(防災支え合いカード)を用いて要援護者の所在把握を行なう.

②台帳作成と並行して,防災訓練計画,避難計画などの項目を,徐々に加えていくことで,長期的にマ

ニュアル充実させていく.

③震災に対するスローガンを作成し,防災マニュアルとして全戸に配布する(園4-17).

(3) 実施概要

① El時:2005年3月5日(日) 10:00-ll:30

②場所:富洲原市民センター 大会議室

③プログラム:

10:00 主催者挨拶および主旨説明

10:10 本年度の住吉町での取組のおさらい

10:30 住吉町自治会からの報告

10:50 住吉町災害対策マニュアルについての話し合い

11:20 講評

参加者による多数決の結果,防災マニュアルに載せるスローガンは,以下の4つに決定した.

･いつ来ても 日頃の意識が身を救う

･大地震 我が身の安全第一に 一息入れて状況判断

･震災だ 火の元よし 向こう三軒両隣 背中にリュック

･災害時 唯一つながる命の電話 『伝言ダイヤル171』

(4) アンケート調査結果

ワークショップ後のアンケート回収数は28であった.第5回の参加者の半数である14名は過去4回の

ワークショップ全てに参加した住民であり,主にリーダーとして活動してもらった自治会役員であると考

えられる.
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園4-17 住吉町防災マニュアル

4.3.6 防災力診断アンケート

アンケート回収率は,ワークショップ前が86.70%と非常に高く,住吉町の住民の防災意識は取組前から

高かったと考えられる.ワークショップ後の回収率も76.31%と高いが,取組前と比べると,低下している.

ワークショップ前後のアンケート結果を比較して分析を行なった.

(1)総合評価

項目別調査結果を園4-18に,指標別調査結果を園4-19に示す.

項目別に比較すると, [6]ご自宅のある地域の地震発生時の危険度などについて, [8】学校-通う子供

さんのいるご家庭について, 【9]防災訓練-の参加状況についての上昇率が高い.特に, [8]の伸び幅

が大きく,防災の取組が特に子供のいる家庭に対して効果的であったと考えられる.しかし, [7]防災訓

練の参加状況についてはわずかに低下しており,回収率が低下した結果と併せて考えると,取組開始時

と比較して防災-の関心が薄れたことが原因であると推測され,関心を持続させていくことの難しさが改

めてわかった.

次に,指標別の調査結果を見ると,すべての指標でWS後の方が高くなっており,特に地域に関する指

標の上昇率が高い.しかし,家庭に関する指標,特に計画力と実践力はほとんど変化が見られないので,今

後は家庭の防災力を上げる取組を検討する必要がある.
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平均値

El住吉WS後(N召06) I)住吉WS前(N=訪1)

国4-18 項目別(住吉WS前後)

平均任

園住吉uS後(N=106) E)住吉WS前(N=351)

園4-19 指格別(住吉wS前後)

なお,各設問の詳細な調査結果は添付資料に示すとおりである.

4.3.7 まとめ

住吉町のように,自治会全体ではコミュニティ機能が低下している場合でも,組単位での住民同士の交

流は密であるため,小さなコミュニティでのきめ細やかな災害対策が有効であるとわかった.今後は自治

会が中心となって立てた災害対策マニュアルをもとに,それぞれの組に適した避難計画を立てる予定であ

る.しかし,マンションからは避難訓練を除いて.組長以外の参加がほとんどなく,必ずしも同様の対策

が有効ではないと考えられるため,集合住宅に関しては別途方策を講じる必要がある.また,自治会役員

が持ち回り性であるので,この取組を継続させていくには,業務を円滑に引き継いでいくことが重要であ

る.
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4.4 三重県熊野市連木町

熊野市遊木町は,熊野灘に面し,天然の漁毛削こ恵まれた漁業が盛んな地域であるが,今浦地区同様,津

波被害の危険性が高い地区である.また,高齢化が進んでおり,65歳以上高齢化率が40%と非常に高いの

が特徴である.しかし,住民同士の交流が活発であり,地域コミュニティの機能が高い地区でもある.遊

木町自治会は4つの部で構成されている.

この地区では,遊木地区住民代表,行政･社会福祉協議会等の防災担当者,消防,ボランティア,防災

の専門家で協議会を結成し,協議会が主体となって取組を進めていった.ワークショップは,学習から始

め,計画づくり･訓練･検証と続ける手順をとり,計画づくりにあたる第3回ワークショップの後に,防

災力診断アンケートを実施した.防災力診断アンケートは遊木町内の全世帯を対象とし,配布回収は郵送

で行なった.

4.4.1 第1回(勉強会･意見交換会)

(1) 実施概要

① 日時:2006年6月9日(金) 13:30-16:15

②場所:遊木町漁民センター 大ホール

③実施内容

･地震津波に関する防災意識の啓発や要援護者支援の必要性等をテーマにした専門家による講義

･多様な主体によるモデル地区における取り組みに関する意見交換

･モデル地区の現状の調査･ヒアリング(協議会による)

第1回の取組は学習として実施し,協議会メンバーが参加して勉強会および意見交換会を行なった.協

議会では,まず勉強会を行ない,地震･津波災害の実態や災害時要援護者対策に関する講義を行ない,也

域で検討を行なうための基礎的な知識を学んだ.意見交換会では,大規模災害時には消防本部や社会福祉

協議会のみで対応することが困難であり,地域住民,各消防分団,地域ボランティア, NPOなどとの連

携を深めることが必要であるという意見が出された.また,高台にある避難場所3箇所を回り,いずれの

避難場所-も急勾配の階段を駆け上がる必要があるという状況を確認した.

4.4.2 第2回(防災マップ作成)

(1) 実施概要

(D 日時:2006年7月24日(月) 19:00-21:30

②場所:遊木町漁民センター 大ホール

③プログラム:

19:00主催者挨拶および主旨説明

19:15防災避難地図の作成

20:15グループワーク(話し合い)

20:50各班から話し合い結果の発表

21:10まとめ･講評
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第2回の取り組みは,遊木町自治会･自主防災組織･遊木町住民が参加し, 4グループに分かれて,防

災マップづくりを行なった.作成した防災マップをもとに,災害時要援護者の所在把握･情報伝達･避難

支援,誘導方法に関する議論を行なった.

防災マップ作成の議論の中で,避難経路途中のブロック塀が危険なことが分かり,補修をお願いするこ

ととなった.要援護者についての話し合いでは,普段から要援護者の所在はだいたい把握できている意見

が大半であった.また,担架を防災倉庫に保管しておくと,災害時に役に立たないため,自宅に担架を配

備するのが有効ではないかという意見や,遊木は漁師町なので,漁に出る夜間と男手のある昼間では災害

対応も違うはずだという意見が出た.

4.4.3 第3回(要援護者についての話し合い)

(1) 実施概要

① 日時:2006年10月6日(金) 14:00-16:30

②場所遊木町漁民センター 大ホール

③プログラム:

14:00主催者あいさつ･ワークショップ趣旨説明

14:15災害時要援護者についての話し合い

15:25各班から話し合い結果の発表

15:45まとめ･講評

16:05夜間避.難訓練の説明

16:20 ｢防災力診断アンケート｣の説明

第3回では,まず,前回に行った取り組みの内容の復習と,前回ワークショップから第3回ワークショ

ップまでに行った対策の報告があった.前回の担架に関する意見に基づき,津波の危険性が高い海岸部の

要援護者宅4軒に担架を貸与したという報告があった.

要援護者についての話し合いは前回作成した防災マップを囲んで行なった.遊木町ではすでに要援護者

の所在把握ができているため,防災マップに要援護者の情報を書き入れるグループがあり,避難状況を確

認するには,各戸が避難完了を知らせる看板を準備すると良いのではないかという意見が出た.また,逮

難時に多くの家に避難を呼びかけると時間がかかりすぎるので, 2-3軒でグループを作って声をかけ合

うというルールを決めたグループもあった.
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4.4.4 第4回(避難訓練)

(1) 実施概要

① 日時:2006年11月17日(金) 19:00-21:00

②場所:遊木町内(本部:遊木町漁民センター)

③プログラム:

10:00 主催者挨拶および主旨説明

10:10 本年度の住吉町での取組のおさらい

10:30 住吉町自治会からの報告

10:50 住吉町災害対策マニュアルについての話し合い

11:20 講評

避難訓練は夜間に行い,訓練後に検証として反省会を行った.避難場所は津波浸水予想範囲以上の安全

な高台であり,ここまでの取り組みで作成した防災マップをもとに設定したものである.防災無線の合図

で避難を開始し,避難開始から15分後に,再び防災無線で放送を行い,本部に集合した.

前回の話し合いで2-3軒で隣組を作って声かけをするというルールを決めたグループは,避難訓練ま

でに,自分が声をかける人のリストを作って全戸に配布していた.反省会では,リストもとに声をかけた

ため,短い時間で大勢の人と一緒に避難することができたという報告があった.

(2)避難訓練行動調査

行動調査は2枚の調査票で行なった.調査票①は避難してきた全世帯を対象とし,事前に各世帯に配布

した.これまで行なってきた避難計画をもとに,避難経路･一緒に避難した人の人数等を調査票の地図に

記入してもらい,避難完了後にこれを回収した.調査票②は反省会に参加した住民を対象とし,表4-3

に示す項目(避難経路以外)について質問し,反省会後に用紙を配布した.

(3)避難訓練行動調査結果および分析

調査票①は138枚を回収し,遊木町内の全世帯に対する回収率は61. 3%であった.一緒に避難した人の

人数から,避難者数は275名とした.また,調査票②の回収数は83枚であった.

①避難場所

調査票①より,参加者が避難した地点および避難を開始した地点を地図にプロットし,避難場所を分析

した.調査票に記した安全な高台を中心に,住民が多く避難した場所12箇所を選定して避難場所とした.

避難開始地点および避難完了地点を園4-20 ･園4-21,避難場所別の避難者数を園4-22に示す.

地図上に記入した赤のラインは津波浸水予想ラインである.これを見ると全員が安全な高台に避難でき

たことがわかる.また,参加者の大半が最寄りの安全な高台に避難し,港-向かうなど危険な経路で避難

した人はほとんどおらず,これまでの取り組みで,危険箇所を把握し,安全な経路で避難できるように話

し合ってきた成果であると考えられる.

避難場所とした12箇所のうち, ②, ⑤, ⑦, ⑪, ⑫は熊野市指定の津波避難場所である.避難場所②

には最も多くの人が避難し,他の4箇所の指定された避難場所には比較的多くの参加者が避難している.
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園4120 避難場所別ゴール地点(並木町)

園4-21避難場所別スタ-ト地点(遊木町)
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園4-22 避難場所別(遊木町)

②参加者の属性

調査票②より,参加者の属性を園4-23,園4-24に示す.反省会に参加したのは77%が女性であり,

半数が65歳以上の高齢者であった.避難訓練には若い世代も多くの人が参加していたが,反省会にも参

加した人は少ない.

1

1% 18

(N=83)

園4-23 性別(遊木町･避難訓練)

㈹=83 )

I 2OJL代

I 30it代

ロ40J[代

ロ50鼓代

I 60鼓代

田70Jt代以上

■*回答

23

28%

園4-24 年齢別(道本町･避難訓練)

②避難時間

到着までにかかった時間と年齢の関係を園4-25に,避難支援の有無と避難時間の関係を圃4-26に示

す.全員が10分以内と非常に早い及階で避難を終えていたが,最も避難に時間を要した参加者(避難時

間10分)は全て65歳以上の高齢者であることがわかった.また,要援護者と一緒に避難した場合, 1人

もしくは援護のいらない人と避難した場合に比べると,避難場所に到達するまでに2倍近い時間がかかっ

ており,連木町では年齢と援護の有無の両方が避難時間に影響を与えたことが明らかになった.これは,

避難場所までの距離が同程度で避難時間に影響がなく,体力のない高齢者などが援護を必要として避難時

闘を要したものと考えられる｡
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(N=54)

串40
廿30
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避稚時間(分)
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園4-25 遭撫時間と年齢の関係(遁木町)

1人で丑推した(lo宅)

捷謙のいらない人と一緒に避耗した(54名)

草津壌看と一緒に避難した(9名)

(要援護者本人の相含も含む)

20

(N=73)

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

避妊時間(分)

国4126 濃艶時間と援捷の有無の関係(遊木町)

③防災無線の聞こえ方

防災無線の聞こえ方について囲4-27に示す. 65歳以上からの回答と65歳末清からの回答はほぼ同数

であるが, 65歳以上の｢あまり聞こえなかった｣と回答した人数は, 65歳未満の2倍であり, ｢よく聞こ

えた｣と回答した回答した人数は65歳未満より20%少ない.このことから,防災無線の聞こえ方に関し

ても年齢が関係を与えており,遊木町では特に高齢者-の配慮が必要であると言える.

全体(N=95)

65iA以上(N44)

65*未満(N45)

o% 10% 20% 30% 4O% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■よくP]こえた ■何とか聞こえた ロあまり附こえなかった

園4-27 防災無線の聞こえ方(道本町)
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4.4.5 防災力診断アンケート

遊木町の調査結果と遊木町を含めた地区全体(住吉町はワークショップ前の結果のみ)の平均値を比較

して分析を行った.項目別調査結果を国4128に,指標別調査結果を図4-29に示す.

項目別に比較すると, [1]ご自宅についての項目を除く8項目で他地区よりも高い値を示している.

項目[ 1]に関しては, 75%以上が昭和56年以前に建設された耐震性に不安のある住宅であったため,こ

のような結果となった.

指標別に見ると,地域の指標がすべて75%以上と非常に高い.この結果からも地域コミュニティ機能が

高いことが明らかである.他地区と比較すると,家庭の計画力が高く,特に非常持ち出し晶の準備をして

いる家庭が多い.

平均任

地域

【5]-【7]

F己全体(N=1562) E)道本町(N=116)

園4128 項目別(遊禾町一他地区全体)

平均値

国全体(N=1562) E)道本町(N=116)

園4-29 籍梯別(逝木町一他地区全体)

なお,各設問の詳細な調査結果は添付資料に示すとおりである.

4.4.6 第5回(ローカルルール策定)

第5回の取組は, 2007年2月13日(火)に実施し,第1回と同様,協議会メンバーが参加して紀南エ

リア共通のマニュアルを策定すると共に,住民参加で遊木町避難対策マニュアルを作成する予定である.

4.4.7 まとめ

遊木町では非常に具体的な意見が挙がり,それに対する対策も迅速に行なわれた.これ駄 目頃から要

援護者の所在を把握しているため要援護者のプライバシーや情報管理の間鳥がほとんどなく,住吉町では

議論の中心となった所在把握に対する轟論を要しなかったことが原因であると考えられる.また,個人の

持ち物であるブロック塀が危険であるというデリケートな問題に関しても議論することができ,防災につ

いて話し合うというワークショップの場が有効に活用された.これらも,地域の防災対策において日頃の

住民同士の親交がいかに重要であるかを示す結果と言える.しかしながら,津波襲来時に漁船をどうする

かといった漁村特有の課題は今回の取組では触れていないため,今後検討していく必要がある.
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4.5 三重県且井部兼良町

東員町は三重県の北部に位置し,員弁川の水を利用した稲作が盛んな都市近郊農村であり,笹尾東1丁

目は1970年代に中京圏のベッドタウンとして建設されたニュータウンである.地区内のコミュニティ活

動は盛んではないが,自治会の役員の強いリーダーシップの下,毎年防災訓練を行っており,訓練-の参

加率も非常に高い.笹尾東1丁目自治会は18の班で構成されている.この地区では東員町と同社会福祉

協議会の働きかけによって取組を開始した.

4.5.1 防災力診断アンケート

ワークショップを行なうにあたり防災力診断アンケートを実施した.

項目別調査結果を園4-30に,指標別調査結果を園4131に示す.

項目別に見ると[3]ご自宅での備えについての項目が43%と比較的高いが, [5】ご自宅のある地域

の地震発生時の危険度などについて, [6]避難場所について,およぴ[8]学校へ通う子供さんのいるご

家庭についての項目が低いことがわかった.

指標別に見ると,家庭の計画力･実践力が高く,防災意識の高い家庭が多い地域であると言える.これ

は,日頃の自主防災阻織の活動が,成果として結果に現れたものと考えられる.しかし,地域に関する指

標は低く,地域組織として災害対策に取り組む意欲を高めることが必要である.

[7]防災訓練-の参加状況についての項目を詳しく見ると,防災訓練-の参加率は高いが,勉強会や

講習会への参加率は低いことがわかった(園4-32).

なお,各設問の詳細な調査結果は添付資料に示すとおりである.

平均値

醜全体(N=1562) E)笹月末① (N=240)

園4-30 項目別(住吉WS前後)

平均伍

顔全体(N=1562) E)蓮見東① (N=240)

園4131持耕別(住吉WS前後)
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P7'や自治会で実施する防災yll練などに奉加したことが

ある｡

防災に関する計官金や勉学会などに参加し.地ま災書
に朋する知抜を深めた｡

今幾､町や自治会で実施する防災訓様に.参加したい

と患う｡

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■蔑見東① (N=240)

園4-32 防災Hr[練への参加状況について(笹鳥兼1 T目)

4.5.2 今後の提案

アンケート調査結果に基づいて,自主防災組織.自治会役員に以下に示す取組を提案した.

(1) [5】ご自宅のある地域の地震発生時の危険度などについておよび[6]避難場所についてに冠

する防災力を向上させるため,タウンウオッチングおよび防災マップ作成を行う.

(2) [8]学校-通う子供さんのいるご家庭についてに関する防災力を向上させるため,子供と一緒

に参加できる振り組みを行う.

(3)地域に関する防災力を向上させるため,防災に関する話し合いの場を設ける.

(4)勉強会･講習会-参加したことのある住民が少ないため,防災に関する勉強会を行う.

今後は,タウンウオッチングおよび防災マップの作成を行なう予定である.

4.6 まとめ

モデル地区での取組を通して,地域で災害時要援護者の避難対策を行なう手がかりとしての｢指針｣ ｢手

引きJの有効性を示し,アンケートによる地域防災力診断の手法を確立することができた.また,防災と

いう観点で地域住民が話し合い,活動することは,地域のコミュニティを再生させるきっかけとして効果

的な手段であったといえる,

今後,他地域で要援護者対策の取組を行なっていくにあたっての課題や問題点を以下に挙げる.

(1)地域のリーダーになりうる自治会役員が年ごとの交代制であるため,継続的な取組にしていくこ

とが難しい.

(2)防災力診断アンケート分析･評価の過程が煩雑である.

(3)自治会等地域組織と,民生委員.看護師･消防士･建築士等の地域の専門家,行政･社会福祉施

設の連携がとりにくい.

(4)災害直後の津波避難という限られた時間の中で,要援護者を救護するということに理解を得るの

が難しい場合がある.

以上のような不安要素を取り除く策は,今後の検討課題である.また,個々で提案した取組を,災害時

要援護者の避難対策にとどまらせず,総合的な地域コミュニティの再生-と広げていくことが望ましい.
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第5章 住民主動で行なう災害対策の提案
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第5章 住民主動で行なう災害対策の提案

4. 6にてまとめたように,住民主動で行なう防災対策は効果的ではあるが,取組を継続させていくた

めには解決すべき問題や不安要素が存在する.これらを考慮し, ｢指針｣および｢手引き｣を活用した災

害時要援護者の避難対策を提案する.

取組の骨子は以下の3点であり,取組の流れを園5-1に示す.

園5-1 防災対策の流れ

(1) 準備段階

災害対策の取組に参加する人材を幅広く募り,自治会,自主防災組織等の地域組織を中心にして,災害

時要援護者の避難対策を目的とする新しい組織(コミュニティ)を立ち上げる.ワークショップ運営や防

災力診断等を行なう専門的な人材を確保することができ,個々に活動していた各地域組織･専門家･行政

間の連携が容易になることで,より大きな防災力向上の効果が期待できる.また,新しい組織をつくる目

的は,持続的に取組を続けていくことにもあるため,若い世代の人が参加し,世代を越えて話し合うこと

ができるようにする工夫も重要である.組織立ち上げの際には,多様な意見をまんべんなく集めるために,

地域の実情に合った組織に参加を呼びかけ,取組を進めていく過程で適宜メンバーを加えていくことも必

要である.

(2) ワークショップ

新しく組織されたコミュニティのメンバーが中心となって,防災対策の方針を定め,ワークショップを

計画する.地域が一体となって計画を実行に移せるよう,取組の計画は広く公表し住民全体が共有すると

共に,取組の重要性を理解してもらうことが大切である.

要援護者の避難支援-の理解を得るのが難しい場合は,災害直後の対応について検討するのではなく,

避難所運営に場面を移して検討する手法も考えられる.要援護者の含めた住民が避難所で円滑に共同生活

していく中で,徐々に要援護者対策-意識が向けることができ,避難対策の議論を行なう下地づくりとし

ての効果が期待できる.

(3) 取組の継承

取組の成果から成功要因や課題,問題点を把握し,地域防災力の再評価を行なう.取組内容を点検する

ことは,以降の取組がより効果的になるだけでなく,住民の意識,関心を持続させていくことにも繋がる･
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〒514-8507三重県津市栗間町屋町1577

三重大学創造開発研究センター2F223

災害対策プロジェクト室 川口淳

電話: 059-23卜5491

四日市市住吉地区

一地震防災力に関するアンケート-

三重大学災害対策プロジェクト室と三重県防災危機管理局は､平成15年度より地震防災関連

事業の一環として､ ｢地域住民による災害時要援護者の避難対策の検討｣を進めています｡昨年

度は､三重県の｢漁村型コミュニティーのモデル地区｣として鳥羽市浦村町今浦地区で検討を行

ないました｡今年度は､四日市市富洲原地区市民センター及び総務部防災対策課の協力を得て､

当富洲原地区の代表的な地域として､住吉地区を三重県の｢都市型コミュニティーのモデル地区｣
とさせて頂き､住民の皆さんと協力して検討を進めて参りたいと考えております｡本アンケート

は､モデル地区の佐吉町の住民の皆さんの防災力調査をさせて頂くもので､結果は三重大学にお

いて分析を行ない､今後の住吉町の地震防災対策の検討の基礎資料とさせて頂こうと考えており､

つきましては､誠にお手数ですが､ご家族それぞれで以下の項目にお答え頂きますよう､よろし
くご協力をお願いいたします｡また､集計結果と分析結果は後日､当地区でワークショップを開

催させて頂き､.その場でご報告させて頂く予定です｡

1) 家の地盤の状況を知っていますか?

2) 家が建築されたのは昭和56年以降ですか?

□はい □いいえ

□はい □いいえ

3) 家の構造形式は何ですか? □木造 口鉄筋コンクリート造 □鉄骨造 □その他

4) 耐震診断を受けたことがありますか? □はい □いいえ

5) 耐震改修は実施済みですか? 口はい □いいえ

6) 玄関に､出入りの障害となるものが置いてありませんか?

7) 家具の下敷きになる位置で就寝していませんか?

8) 家具などの転倒防止対策~はとってありますか?

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい 口いいえ

9) 窓ガラスや家具のガラス扉に飛散防止フイルムは貼ってありますか? □はい □いいえ

1 0)洋服ダンスや食器棚などの観音開きの扉に,地震動で簡単に開かないようにフックなどが取り付けて､

ありますか?

1 1)棚やタンスの上から重いものが落ちてこないようにしてありますか?

1 2)カーテンやカーペットは難燃性又は防炎性のものを使用していますか?

1 3)耐震自動消火装置のついているストーブを使用していますか?

1 4)照明器具の落下防止対策はとってありますか?

1 5)消火器や消火バケツなどの消火用具は備えてありますか?

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい □いいえ

ロはい 口いいえ

□はい □いいえ

□はい □いいえ



1 6)非常持ち出し品の準備はできていますか? (賞味期限や品質保持期限のチェックも必要)

□はい □いいえ

□飲料関係(飲料水､レトルト食品など)

□衣類関係(防寒具､下着､毛布など)

□日用品(携帯ラジオ､懐中電灯など)

□貴重品(印鑑､現金､通帳など)

1 7)東南海･南海地震の防災対策推進地域の指定を受けているか知っていますか? □はい □いいえ

1 8)避難勧告･指示が伝達される経路や方法を知っていますか? (広報車･防災無線･町内会長からなど)

□はい □いいえ

1 9)家の周辺の崖地やため池,川などの危険箇所を確認してありますか? 口はい □いいえ

2 0)東海地震や東南海地震が発生したとき､津波による浸水の危険がある地域かどうか知っていますか?

ロはい □いいえ

2 1)四日市市が皆さんに配付した津波ハザードマップを確認しましたか? □はい □いい-え

2 2)四日市市が皆さんに配付した洪水ハザードマップを確認しましたか? 口はい □いいえ

23)避難場所の名称､位置を知っていますか?

2 4)避難場所までの経路を歩いたことがありますか?

□はい □いいえ

□はい 口いいえ

2 5)避難場所までの経路でブロック塀など､地震発生時に転倒､倒壊等の恐れのあるものがないか､確認

してありますか? ロはい 口いいえ

2 6)避難場所までの経路がビルの倒壊や障害物等で遮断された場合の代替経路を確認してありますか?

□はい □いいえ

2 7)通学路にブロック塀など､地震発生時に転倒､倒壊等の恐れのあるものがないか確認してありますか?

□はい □いいえ

2 8)東海地震に関する注意情報が発せられた場合の､学校から親御さんへの子供の引き渡し方法は決めて

ありますか? 口はい □いいえ

2 9)東海地震の警戒宣言が発せられた場合に､帰宅するための公共交通機関が停止するかどうか､知って

いますか? □はい □いいえ

3 0)通勤･通学経路にブロック塀など､地震発生時に転倒､倒壊等の恐れのあるも-0)がないか確認してあ

りますか? □はい □いいえ

3 1)職場･学校の周辺の避難場所の名称､位置を知っていますか? □はい □いいえ



3 2)今年､地域で実施する防災訓練等に参加しましたか?

3 3)地域で防災訓練等が実施される場合､参加したいと思いますか?

□はい □いいえ

□はい 口いいえ

3 4)今年､防災に関する講習会や勉強会などに参加し､地震災害に関する知識を深めましたか?

ロはい 口いいえ

35)家族全員が災害用伝言ダイヤル｢1 7 1｣の使い方を知っていますか?` □はい □いいえ

3 6)地震が発生した場合の家族の集合場所や連絡方法は決めてありますか? □はい □いいえ

3 7)あなたのご家族の中に災害時に支援が必要となる方がいらっしやいますか?

□いる □いない 口わからない

3 8)災害時に支援が必要となる方の災害時の避難方法等について,話し合ってありますか?

□いる □いない □わからない

39)実害時に支援が必要となる方の災害時の避難等について､不安に思っていることがありましたら､書

いて下さい｡

40)あなたの性別は □男性 □女性

41)あなたの年齢は

□10歳末溝 口10歳代 □20歳代 ロ30歳代 口40歳代 ロ50歳代 □60歳代 □70歳以上

4 2)あなたが所属する町内会の組は

□1組 □2組 □3組 口4組 口5組 □6組 □7組 □8組 □9組 ロその他(

4 3)あなたのご家族の中に災害時に支援が必要となる方がいらっしやいますか?

□いる □いない 口わからない

44)今回住吉地区で行なう取組について､三重大学､三重県および四日市市にご要望.ご意見等がござい

ましたら､ご自由にお書き下さい｡

ご協力ありがとうございました｡



三重大学災害対策プロジェクト室

四日市市住吉町

-地震防災力に関するアンケート-

本年度,住吉町の住民の皆様にはワークショップに多数ご参加頂きありがとうございました.

本アンケートは,開催しましたワークショップを受けまして,モデル地区としての住吉町の住民

の皆さんの防災力の調査をさせて頂くものです.この結果は,三重大学において分析を行ない,
今後の地震防災対策の基礎資料とさせて頂くことを考えておりますので,誠に恐縮ですが,三菱

族それぞれで以下の項目にお答え頂きますよう,よろしくご協力をお願いいたします.また,集

計結果と分析結果は後日,ご報告させて頂く予定です.

1) 家の地盤の状況を知っていますか?

2) 豪が建築されたのは昭和56ノ年以降ですか?

□はい □いいえ

口はい □いいえ

3) 家の構造形式は何ですか? 口木造 □鉄筋コンクリート造 口鉄骨造 □その他

4) 耐震診断を受けたことがありますか?

･5) 耐震改修は実施済みですか?

6) 玄関に､出入りの障害となるものが置いてありませんか?

7) 家具の下敷きになる位置で就寝していませんか?

8) 家具などの転倒防止対衰はとってありますか?

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい □いいえ

Dはい 口いいえ

9) 窓ガラスや家具のガラス扉に飛散防止フイルムは貼ってありますか? □はい 口いいえ

1 0)洋服ダンスや食器棚などの観音開きの扉に､地震動で簡単に開かないようにフックなどが取り付けて

ありますか?

1 1)棚やタンスの上から重いものが落ちてこないようにしてありますか?

1 2)カーテンやカーペットは難燃性又は防炎性のものを使用していますか?

1 3)耐震自動消火装置のついているストーブを使用していますか?

1 4)照明器具の落下防止対策はとってありますか?

1 5)消火器や消火バケツなどの消火用具は備えてありますか?

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい 口いいえ

□はい ロいいえ

□はい □いいえ

1 6)一非常持ち出し晶の準備はできてしiますか? (賞味期限や品質保持期限のチェックも必要)

ロはい' □いいえ



｢はい｣と答えた方,何を準備していますか?

□飲料関係(飲料水,レトルト食品など)

口衣類関係(防寒具,下着,毛布など)

□日用品(携帯ラジオ,懐中電灯など)

□貴重品(印鑑,現金,通帳など)

1 7)東南海･南海地震の防災対策推進地域の指定を受けているか知っていますか? □はい □いいえ

1 8)避難勧告･指示が伝達される経路や方法を知っていますか? (広報車一防災無線･町内会長から､など)

□はい □いいえ

1 9)家の周辺の産地やため池,川などの危険箇所を確認してありますか? □はい □いいえ

2 0)東海地震や東南海地震が発生したとき､津波による浸水の危険がある地域かどうか知っていますか?

2 1)四日市市の配付した津波ハザードマップを確認しましたか?

22)四日市市の配付した洪水ハザードマップを確認しましたか?

23)避難場所の名称､位置を知っていますか?

24)避難場所までの経路を歩いたことがありますかウ

□はい ロいいえ

□はい 口いいえ

□はい □いいえ

□はい ロいいえ

□はい □いいえ

2 5)避難場所までの経路でブロック塀など､地震発生時に転倒､倒壊等の恐れのあるものがないか､確認し

てありますか? ロはい □いいえ

2 6)避難場所までの経路がピルの倒壊や障害物等で遮断された場合の代替経路を確認してありますか?

ロはい □いいえ

2 7)通学路にブロック塀など､地震発生時に転倒､倒壊等の恐れのあるものがないか確認してありますか?

□はい □いいえ

2 8)東海地震に関する注意情報が発せられた場合の､学校から親御さんへの子供の引き渡し方法は決めてあ

りますか? □はい､口いいえ

2 9)東海地震の警戒宣言が発せられた場合に､帰宅するための公共交通機関が停止するかどうか､知ってい

ますか? □はい □いいえ

3 0)通勤･通学経路にブロック塀など､地震発生時に転倒,倒壊等の恐れのあるものがないか確認してあり

ますか? ロはい □いいえ

3 1)職場.学校の周辺の避難場所の名称､位置を知っていますか? □はい □いいえ



32) 9/25に地域で実施した､勉強会に参加しましたか?

33) 10/10に地域で実施した､タウンウオッチングに参加しましたか?

□はい □いいえ

□はい ロいいえ

3 4) 10/29に地域で実施した､災害時要援護者支援についての話し合いに参加しましたか?

□はい □いいえ

3 5) ll/20に地域で実施した､避難訓練に参加しましたか? □はい □いいえ

3 6) 3/5に地域で実施した､自治会災害対策マニュアルについての話し合いに参加しましたか?

3 7)今後､地域で実施する防災訓練に､参加したいと思いますか?

□はい □いいえ

□はい □いいえ

38)家族全員が災害用伝言ダイヤル｢1 7 1｣の使い方を知っていますか? 口はい □いいえ

3 9)地震が発生した場合の家族の集合場所や連絡方法は決めてありますか? □はい □いいえ

4 0)あなたのご家族の中に災害時に支援が必要となる方がいらっしやいますか?

□いる □いない ロわからない

4 1)袋害時に支援が必要となる方の焚書時の避難方法等について,話し合ってありますか?

□いる □いない □わからない

42)あなたの性別は □男性 口女性

43)あなたの年齢は

白10歳末溝 口10歳代 □20歳代 □30歳代 □40歳代 ロ50歳代 ロ60歳代 □70歳以上

4 4)あなたが所属する町内会の組は

□1組 □2組 □3租 □4`組 □5組 □6組 口7組 □8組 □9組 口その他( )

4 5)住吉町で行った取り組みについて,一三重大学,三重県およぴ.四日市市にご意見等がございましたら,

ご自由にお書き下さい.

ご協力ありがとうございました



2006年10月6日

東紀州防災ネットワーク推進会議紀南部会 災害時要援護者対策検討協議会

三重大学 災害対策プロジェクト室

サ地震防災力に関するアンケートのおねがい-

はじめに

三重県では,地域の防災力向上事業の一環として,県下で様々な主体となる防災ネットワー

クの構築を推進しております.当地域では,熊野市,御浜町および紀宝町のエリアを対象とした

｢東紀州防災ネットワーク推進会議紀南部会｣が平成17年度に発足し,その元に,いくつかの

協議会を多様な主体で設け,そこで様々な取組を行って頂いております.

本アンケートは,その協議会のうちの｢災害時要援護者対策検討協議会｣として,モデル地区

の遊木町で進めて頂いている取組みの基礎資料とさせて頂くためのものです.

大変お手数ですが,以下にご記入の上,三重県熊野県民センター県民防災課まで,返信用封筒

により,ご返送頂きますようよろしくご協力をお願いいたします.なお,本アンケート結果は,

協議会の基礎資料とさせて頂く他,三重大学の地域防災に関する研究の資料をさせて頂きますが,

個人が特定できるかたちで公表することはいっさいありませんし,個人情報の取扱には充分留意

致します.

次の質問のうち､当てはまるものにチェックをして下さい｡

記入例: 家の地盤の状況を知っている｡

1) □家の地盤の状況を知っている｡

2) □家が建築されたのは昭和56年以降である｡

3) □家の構造形式を知っている｡

3)に記入した方のみ,当てはまるものにチェックをして下さい｡

□木造である｡

ロ鉄筋コンクリート造である｡

ロ鉄骨造である｡

□それ以外である｡

4) □耐震診断を受けたことがある｡

5)口耐震改修は実施済みである｡

裏へ続きます｡



次ページヘ続きます｡



裏へ続きます｡



ご協力ありがとうございました｡



i)isaster M暮t柏atloft Pr8重度C妾宅帝£髪

〒514-8507 三重県津市栗裏町屋町1577

三重大学創造開発センター2F223

三重大学災害対策プロジェクト室 川口淳

電話: 059-23卜5491

-地震防災力に関するアンケートのおねがい-

はじめに

三重大学災害対策プロジェクト室(DMPO)は､平成15年度より学内の防災体制の整備､防災

関連の教育･研究および地域防災体制の整備-の協力などを中心に活動を行っています｡この度､

三重県､東･員町および東員町社会福祉協議会と共同で｢地域住民による災害時要援護者の避難対

策｣を検討することになり､笹尾東1丁目自治会様のご協力のもと､プロジェクトを進めて参り

たいと考えております｡

本アンケートは､笹尾東1丁目自治会にお住まいの皆さんの地震防災に関する意識調査で､今

後の取り組みの進め方を検討する基礎資料とするために行わせて頂くものです｡本調査結果はこ

の目的以外に使用致しませんし､個人が特定できる形での調査結果の公表は行いま耳ん｡

つきましては､誠に恐縮ですが､以下の項目にお答え頂きますよう､よろしくご協力をお願い

いたします｡また､集計結果と分析結果は後日､当地区でワークショップを開催させて頂き､そ

の場でご報告させて頂く予定です｡

次の質問のうち､当てはまるものにチェックをして下さい｡

記入例= k]家の地盤の状況を知っている.

り □家の地盤の状況を知っている｡

2) □家が建築されたのは昭和56年以降である｡

3) □家の構造形式を知っている｡

3)に記入した方のみ､当てはまるものにチェックをして下さい｡

口木造である｡

□鉄筋コンクリート造である｡

□鉄骨造である｡

~ □それ以外である｡

4) □耐震診断を受けたことがある｡

5) □耐震改修は実施済みである｡

裏へ続きます｡



次ページヘ続きます｡



裏へ続きます｡



ご協力ありがとうございました｡



防災力診断アンケート調査結果

(1 )四日市市盲湘原地区住吉町

1)回答者の属性

(N司51 )

園1-1 性別(住吉町WS前)

32 37

9% 11%

En (2

□3 □4A

L48 E)5A

15B D6

117 E18A

ロob

圃1-3 細別(住吉町WS前)

(N=306)

t書≡蓋帯

囲1-5 性別(住吉町WS後)

.
･_;,_大J;I-I/こ~] 1

40

30

20

10

0

(N三351)

r 20*未満

■20■代

□30JL代

ロ40♯代

IJ 50Jt代

白60&代

I 70鼓代以上

ロー回答

園l-2 年齢別(住吉町WS前)

1 2 3 4 4 5 5 6 7 8 8

A ら A 8 A 8

園1-4 組別枠グラフ(住吉町WS前)

(N=306)

■ 20鼓未満

l[ 20J[代

□ 30JE代

□ 40JE代

I SO■代

8 60JE代

) 70Jk代以上

ロー回答

園l-6 年齢別(住吉町WS後)

i I:-:y研究I=ニ弓



由1 J2

□3 D4A

J4B D5A

■5tI □6

17 E)8A

□ 8t)

8% 6%

園l-7 租別(住吉町WS故)

2)現査薦果詳細

崇の地盤の状況を知っている.

辛が建築されたのは昭和56年以降である,

40

30

20

10

0

1 2 3 4 4 5 5 6 7 8 8

A a A a A a

国118 租別棒グラフ(住吉町WS後)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loon

●住吉YS前(N勾51) b住吉WS換(N=306)ロ全体(N=1562)

園119 ご自宅について① (住吉町WS前後-他地区全体)

耐東砂斬を受けたことがある,

耐某改♯は実施済みである.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

■住吉WS淑(N=145) J住吉甘S後(N=117)口全体(N=728)

国1110 ご自宅について② (住吉町WS†打後一他地区全体)

2

二L頁ニノく'■.;二:人-I_;院Iニ: F,F卜i･己[=:i



玄関に出入りの障害となるものが置いてない.

家^の下敷きになる位置で就寝していない.

費Aなどの転句防止対策はとってある.

恵ガラスや専Jtのガラス扉に飛散防止フイルムが
貼ってある.

洋服ダンスや食静棚などの親書開きの界に地壬動で簡

阜に開かないように,フックなどが取り付けてある.

棚やタンスの上から重いものが落ちてこないように

してある.

カーテンやカーペットは難燃性又は防炎性のものを

使用している.

耐兼自動消火装置のついているストープを使用

している. (ストーブを使用していない. )

照明穿Aの薄下防止対策をとっている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■住吉甘S前(N=351) EEl住吉YS後(Nく氾6) □全体(N=1562)

園1 -11ご自宅の缶崖の中の状況について(住吉町WS前後一他地区全体)

消火着や消火バケツなどの.消火用Jtが備えてあ

る.

非常持ち出し晶の準♯ができている.

(美味期限や品質促持期限のチェックも必要)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■住吉WS前(胆351) tJ住吉YS後(N=306)ロ全体(N=1562)

国1-12 ご自宅での備えについて(住吉町WS前後-他地区全体)

3
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飲料関係(飲料水 レトルト食品なt1

衣類関係(防寒具.下麓 毛布なe7

日用品(携帯ラジオ.性中書灯なt1

地晶(印鑑蝕 通♯なL1

鴨10% 2仇 3帆 4帆 5仇 餓 7仇 8恥 珊1鵬

園ト13 備えているものの内容(住吉町WS前後一他地区全体)

東南海･南海地兼の防災対策推進地域の指定を

受けているか知っている.

避妊tb告.指示が伝達される軽路や方法を知っている

(広報車.防災東銀.町内会長なt')

まの周辺の崖地やため池.川などの危険箇所を

確託してある.

東海地まや東南海地まの発生時,津浪l=よる3t水の

危険がある地域かどうか知っている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

4住吉WS前(Ng51) ■住吉WS故(胆306)ロ全体(N=1562)

囲ぃ14 ご自宅のある地域の地東夷生時の危険度などについて(住吉町WS前後一他地区全体)

4
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丑難JI所の名称.位置を知っている.

避難J8所までの軽j8を歩いたことがある.

避難蛾薪までの横路でブロック塀など.地未発生時に屯
嶺.倒蛾などの恐れのあるものがないか確乾してある.

避難坤所までの推蕗が速断されたg[合の代替鮭蕗を確伍

してある. (崇丘の倒壊や倒れたt撞などの陣書物で)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 8O% 90% 100%

■住吉WS前(N勾51) I住吉YS幾(l巨306)ロ全体(N=1562)

園1-15 避難場所について(住吉町WS前後-他地区全体)

丑苧終にブロック塀など.地2E発生時に転H.佃壌など

の恐れのあるものがないか練諾してある.

東海地書に関する淀ま什報が失せられたqL合の.

学校から親への子供a)引き渡し方法が決めてある

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■住吉YS前(肘17) I住吉WS故(N=74) □全体(国府･甲賀を除く) (N=418)

囲1 -16 学校へ通う子供さんのいるご家庭について(住吉町WS前後一他地区全体)

東海地裏の書戎士官が乗せられた甘食に.爆宅するた

めの公共交造機関が*止するかどうか,知っている.

連動･連字経路lこブロック塀など,地未発生時に
転1札 倒壊などの恐れa)あるものがないか

碓管してある.

蒋4 1学校の周辺の避杜4斬d)名称,位置を
知っている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% look

I住苦WS前(N=222) I)住吉WS捷(N=169) □全体(Eg府･甲賀を除く) (N=669)

園ト17 通勤.通学している方について(住吉町WS前後一他地区全体)

5
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今後,町や自治会で実施する防災訓鰍こ.事如したいと
思う.

0% 10% 2O% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■住吉WS前(N=351) A住吉WS後(N=306)口金体(N=1562)

園I 118 防災E[l療への参加状況について(住吉町WS前後一他地区全体)

鳶集会Aが.災専用伝書ダイヤルr1 7 1｣の使い方を

知っている.

他事が発生したq[合のま族の*台場所や連絡方法を

決めてある.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

q住吉WS前(N弓51) 4住吉WS後(N弓06)口全体(N=1562)

園l-19 家族同士の指し合い.申し合わせについて(住吉町WS前後一他地区全体)

6
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(2)娘野市遊未町

1)回答者の属性

国2-1 性別(遜木町)

2)粥査結果詳細

(N=116)

(N=116)

寺の地盤の状況を知っている.

辛が建鼓されたのは昭稚6年以降である.

30

25

20

15

10

5

0

(N=1 16)

ロ30JZ代

口40JB代

I 50Jt代

田60JE代

■ 70JL代以上

□*回答

1 2 3 4 5

園2-4 組別辞グラフ(遊未町)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

■並木町 側=116) B全休(N=1562)

国2-5 ご自宅について(D (遜木町1也地区全体)

7
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耐事診断を受けたことがある.

耐t改♯は実施済みである.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

I並木町(Ng9)コ全体(N=728)

園2-6 ご自宅について② (並木町一他地区全体)

玄関に出入りの陣書となるものが置いてない.

崇Jtの下敷きになる位置で就喪していない.

専Aなどの転倒防止対策はとってある.

窓ガラスや家Jtのガラス亦に飛魚防止フイルムが

貼ってある.

洋JRダンスや食朋などの亀昔開きのBFに地兼勤で帯

革に開かないように.フックなどが取り付けてある.

瀬やタンスの上から重いものが落ちてこないように

してある.

カ-テンやカーペットは搬燃性又は防炎性のものを

使用している.

耐兼自取消火装在のついているストープを使用

している. (ストープを使用していない. )

照明等Jtの落下防止対策をとっている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■連木町(N=116)山全体(N=1562)

圃2-7 ご自宅の部屋の中の状況について(連木町一他地区全体)

8
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消火蕃や消火バケツなどの.耕火用Jtが♯えてある.

非常持ち出し晶の準備ができている.
(賞味期限や品質保持期限のチェックも必要)

0% 1珊 2O% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■連木町(N=116) E一会体(N=1562)

園2-8 ご自宅での備えについて(遜木町一他地区全体)

飲料関係(飲料水,レトルト食品など)

衣類関係(防兼Jt.下書.毛布など)

日用品(浅手ラジオ.懐中電灯など)

貴玉島(印鑑,現金,遺特など)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

■道本町(N=116) ■全体(N=1562)

園2-9 備えているものの内容(並木町一他地区全体)

東南海.南海地某の防災対策推進地域の指定を
受けているか知っている.

避耕地告･拍示が伝達される妊轟や方法を知っている.
(広報+ ･防災*捜･町内全長など)

青の周辺の産地やため池,川などの危険箇所を
確捜してある.

東海地丑や東南海地果の発生*.津波による濃水の
危険がある地域かどうか知っている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ll並木町(N=116) q全体(N=1562)

囲2-10 ご自宅のある地域の地表発生時の危険度などについて(連木町一他地区全体)

9
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避難埠所の名称.位置を知っている.

避耗J+所までの経路を歩いたことがある.

避難4所までの経路でブロック塀など.地未発生時に転

倒,領壌などの恐れのあるものがないか速見してある.

丑耗4所までの軽洋が速断されたg一合の代替軽蕗を確放
してある. (ま茸の領域や倒れたモ牲などの梓青物で)

0% 10% 20% 30% 4O% 50% 60% 70% 80% 90% loon

■並木町(N=116) t}全体(N=1562)

園211避難壕所について(道本町一他地区全体)

道学掛こプE)ツク塀など.地兼発生時に転倒.領域など

の恐れのあるものがないか確守してある.

東海地まに関する注意什和が先せられたq[合の,

学校から痕への子供の引き渡し方法が決めてある.

O% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 7O% 80% 90% loos

■遊木町(N=16) ■全体(匹府･甲兼を除く) (N=118)

図2-12 学校へ通う子供さんのいるご家庭について(遊木町一他地区全体)

東海地果の書戒王宮が乗せられた4合に.県宅するた
めの公共交見境閑が停止するかどうか,知っている.

益勤･道学鐘i引こブロック塀など.地事発生時に

転倒.倒壊などの恐れのあるものがないか

確旺してある,

放蝿.学校の周辺の遜耗g[所の名称.位置を

知っている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 8(粍 90% 100%

■連木町(Ng8) ■全体(E)府･甲実を除く) (N=669)

園2-13 通勤.通学している方について(遊禾町一他地区全体)

10
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今後.町や自治会で実施する防災馴鰍こ,参加したいと

思う.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■並木町(N=116) L重体(N=1562)

園2114 防災H[[練への参加状況について(遊木町一他地区全体)

手旗全点が,災害用伝書ダイヤルr1 7 1｣の使い方を
知っている.

地震が発生した場合の家族の集合4所や連絡方法を
決めてある.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

■並木町(N=116) I全体(N=1562)

園2-15 家族同士の悔し合い.申し合わせについて(遜木町一他地区全体)

11
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(3)且井部兼良町笹尾兼1丁目

l )回答者の属性

5

2%

園8-1性別(笹烏麦①)

20

15

10

5

0

(〃=240) (N=240)

■ 20JE代

□ 30Jk代

ロ40先代

I 50Jt代

E3 60Jt代

I 70*代以上

ロ*回答

87

36%

園312 年齢別(笹烏麦①)

㊥㊥@身命@せ@身♂･@♂♂･@♂♂♂♂♂

園3-3 租別(笹尾東①)

幕の地盤の状況を知っている.

2)調査糖果詳細

寿が建築されたのは昭和56年以降である.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 601 70% 80% 90% loos

I笹島兼① (N=240) D全体(N=1562)

園3-4 ご自宅について① (笹尾某①一他地区全体)
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耐茸診断を受けたことがある.

耐票改♯lま実施済みである.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■笹尾兼① (N=12) d全体(N=728)

囲3-5 ご自宅について② (笹尾東①一他地区全休)

玄関に出入りの陣育となるものが置いてない.

青臭a)下敷きになる位置で敵襲していない.

まJtなどの転倒防止対熟まとってある.

恵ガラスや#具のガラス罪に飛散防止フイルムが
貼ってある.

洋凪ダンスや食券切などの叔昔開きの亦に地書軌で帯

JF.に開かないように.フックなどが取り付けてある.

8Rやタンスの上から重いものが落ちてこないように

してある.

カーテンやカーペットは特恵性又は防炎性a)ものを

使用している.

耐ZE自動消火装置のついているストーブを使用

している. (ストープを使用していない. )

冊明辞具の落下防止対策をとっている.

0% 10% 20% 30% 4O% 50% 60% 7O% BO% 90% 100%

■笹JL兼① (N=240) d全体(N=1562)

国3-6 ご自宅の部屋の中の状況について(笹尾支①一他地区全体)
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消火蕃や消火バケツなどの.消火用臭が備えてある.

非常持ち出し晶の準備ができている.

(大味期限や品質保持期限のチェックも必要)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% BO% 90% 100%

J笹尾東① (N=240)曲全体(N=1562)

囲3-7 ご自宅での備えについて(笹尾東①一他地区全体)

飲料関係(飲料水.レトルト食品など)

衣類関係(防寒具.下着.毛布など)

E]用品(携帯ラジオ,怯中電灯など)

*壬晶(印iE.現金,適格など)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

■笠鳥兼① (N=240) b全体(N=1562)

園3-8 備えているものの内容(笹尾東①-他地区全体)

東南海.南海地長の防災対兼推進地J&の指定を

受けているか知っている.

遜艶物告･指示が伝達される軽路や方法を知っている.

(広報車･防災k捜･町内会長など)

諌の周辺の産地やため池.川などの危険藩所を

確認してある.

東海地丑や東南海地震の発生時.津波による汲水の

危険がある地域かどうか知っている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 801 90% 100%

■笹尾某① (N=240) )全体(N=1562)

囲3-9 ご自宅のある地域の地J(発生時の危険度などについて(笹尾某①一他地区全体)
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丑熊坊所の名称,位置を知っている.

避難q[所までの経路を歩いたことがある.

避難qI斬までの軽鋳でプJ=ツク塀など.地未発生時に転
8I.倒壊などの恐れのあるものがないか確托してある.

避難q[新手での軽鞍が速断された4合の代育種蕗を確好
してある. (東屋の働壌や領れたt桂などの陣書物で)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

■笹鳥末(》 (N=240) El全体(N=1562)

国3-10 遭難場所について(笹尾東①一他地区全体)

遺筆掛こブロック塀など.地王発生時に転倒.倒蟻など

の恐れのあるものがないか確乾してある.

東海地某に網する注意柵報が乗せられたJ*合の,
学校から親への子供の引き渡し方法が決めてある.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 10仇

JP喪具兼① (Ndl) I全体(Eg府･甲架を除く) (Ng18)

図3-11学校へ通う子供さんのいるご家庭について(毛馬東①一他地区全体)

東海地兼の警戒主音が乗せられたq[合に,特宅するた

めの公共交達也BElが停止するかどうか.知っている.

違b ･道学軽f引こプE)ツク塀など.地事発生時に

転8I,榊壌などの恐れのあるものがないか
確認してある.

敬弔･学校の周辺の正札qL所の名称,位正を

匁】っている.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

I笹島兼① (N=172) )全体(国府･甲実を除く) (N頚69)

園3-12 通勤.通学している方について(笹尾某①一他地区全体)
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今後.町や自治会で実施する防災訓練に.参加したいと

思う.

0% 10% 20% 3仇 40% 50% 60% 70% 80% 90% loos

J毎JE東① (N=240) q全体(N=1562)

園3-13 防災訓練への参加状況(=ついて(巻尾兼任〉-他地区全体)

舌鼓全JLが.災害用伝書ダイヤルr1 7 1｣の使い方を
知っている.

他事が発生した蝿合の女族の集合JI所や連絡方法を
決めてある.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 7O% 80% 90% 100%

4笹鳥某① 刑=240) ■全体(N=1562)

囲3-14 家族同士の話し合い･申し合わせについて(笹尾東①-他地区全体)
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地域住民のための

｢災害時要援護者避難対策マニュアル｣作成指針

平成18年4月

重 県

国立大学法人三重大学
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はじめに

1 背景

平成7年1月に発生した阪神･淡路大震災は6000人を超える尊い人命を奪う未曾有の被害をも

たらした｡とりわけ､高齢者をはじめとするいわゆる｢災害時要援護者｣の被害が大きく､避難

をはじめ避難生活におけるケアのあり方が問題とされた｡

三重県においては､平成13年に東海地震の震源域が見直されたことに伴い,平成14年4月に

県内の18市町村(平成18年4月現在10市町)が強化地域として新たに指定され､さらに平成

15年7月に東南海･南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法が施行され､同年12

月には県内全域が推進地域に指定された｡これに伴い､大規模地震災害に備えた様々な対策を推

進しているところである｡

また､県では法に基づく施策のほか､県の総合計画｢県民しあわせプラン｣の5つの柱の1つ

として｢安全なくらしの確保と安心できる生活環境の創造｣の実現を目指している｡この社会は､

災害時に真っ先に困難が生じることが予想される｢災害時要援護者｣に対する十分な対策をとっ

てこそ得られるものであり､非常時でも弱い立場におかれた人々を優先して助け合える人間愛に

満ちた｢共助社会｣を目指す必要がある｡

2 本書の目的

本指針は､地域の住民が互いに助け合い｢災害時要援護者｣が安心して暮らせる社会の実現を

めざして､災害時要援護者避難対策について地域で考えていくための｢てがかり｣となるべく､

考慮すべき項目とコメント及び留意点について整理したものである｡地域における避難対策は､

必ずしも本書の項目をすべて網羅する必要はなく､地域の実情に応じて臨機応変に立案すればよ

いが､本書では､必要となる可能性のある項目を出来るだけ盛り込み､実例を紹介している｡

なお､ ｢災害時要援護者｣については､本手引きの第1章で詳しく述べているが､本指針は､原

則として在宅の災害時要援護者の支援対策に焦点を当てたものである｡

1



第1章 災害時要援護者の避難対策の検討方針

1 災害時要援護者の概念

平常時でも様々な支援を必要とする人々にとっては､災害の発生や危険が迫っていることの認

知､安全な場所に避難すること､避難先での生活を続けることなどに大きな困難が生じる｡一般

に､こういった人々を｢災害時要援護者｣と呼ぶo

平成3年版防災白書(国土庁)によると､ ｢災害弱者｣について､以下のように定義されている｡

(1)自分の身に危険が差し迫った場合､それを察知する能力がない､又は困#である人｡

(2)自分の身に危険が差し迫った場合､それを察知しても救助者に伝えることができない､

又は困難である人｡

(3)危険を知らせる情報を受けることができない､又は困難である人｡

(4)危険を知らせる情報が送られても､それに対して行動することができない､又は困難で

ある人｡

具体的には､傷病者,身体障害者､知的障害者をはじめ日常的な行動に制約がなくても､理解

能力や判断力を持たない乳幼児､体力的な衰えのある高齢者などの社会的弱者や我が国の地理や

災害に対する知識が低く,日本語の理解も十分でない外国人などが挙げられる｡

○災害時要援護者の主な特徴

区分 避難行動等の特徴 必要とされる支援(例)

高

齢

者

一人暮らし高齢者等

耐力が衰え行動機能が低下して 迅速な情報を伝達し､避難を誘

いる(緊急事態の察知が遅れる場
合がある)が,自力で行動できるo

導するo

寝たきり高齢者
自力で行動することができないo

自分の状況を伝えることが困難○

避難する場合は車イス等移動用

具と援助者が必要o

安否確認や状況把握が必要o

認知症高齢者

自分で判断し､行動することがで 避難誘導をしてくれる人が必
きないo 要o

自分の状況を伝えることが困難 安否確認や状況把握が必要o

視覚障害のある人

被害の状況を知ることができな

役所からの広報､その他生活に

関する情報などが来た時には必

いo(視覚による緊急事態の察知 ず知らせるo必要に応じて読み

が不可能な場合が多い) 上げる(音声による情報伝達及

災害時には､住み慣れた地域でも び状況説明が必要)o

状況が一変し､いつも通りの行動 安否情報､適難所-の歩行支援
ができなくなる○ を誰が行うのか取り決めておく
避難所等慣れない場所で行動す (避難誘導をしてくれる人が必

ることが難しいo(単独では素早 要)o

い避難ができないo) 避難所内の案内(トイレ､p電話

などの場所の確認など)o

2



聴覚障害のある人

音声.言語機能に障害のある

人

音声による情報が伝わらない(視 身振りを交えてはつきり話すo

覚外の異変.危険の察知が困難o 文字や絵を組み合わせた筆談で

音声による避難誘導の認識がで 情報を伝達するo(視覚による

きない)(聴覚障害者)o 認識手段が必要)

緊急時でも言葉で人に知らせる 避妊所では情報から取り残され

ことができないo ないよう､掲示板などで呼びか

外見から.ti障害のあることがわ ける○また､FAXの配置や常時筆

からないo 記用具を確保する○

肢体不自由のある人

自分の身体の安全を守ることが

鞍しい.

自力で避難することが難しいo

家具の転倒防止など住まいの安

全を確認するo

地域での移動支援体制づくり
(車イス,ストレッチャー等の

移動用具と援助者が必要)○

車イス用トイレの確保o

内臓部に障害のある人

難病患者

自力歩行や素早い避難行動が困

難な場合がある○ 医療機関との連絡体制,移送手

外見からは障害のあることがわ 段の確保(医療機関の支援)○

からない○ 移動に当たつては､車イス､ス

心臓､腎臓､呼吸器などに機能障 トレツチャー等の移動用具や援

害があり､人工透析など医療的援 助者が必要o
助が必要な場合があるo 避難所では､ケアのできる簡易

常時医療器材(人工呼吸器､酸素 な設備とスペースを確保o

ボンベなど)を必要とする人がい 食事制限の必要な人の確認も必

るo 辛.

医療品を携帯する必要があるo 薬､補装具やケア用品の確保が

補装具やケア用品を携帯する必

要がある.

必要.

知的発達に障害のある人

急激な環境の変化に順応しにく 一人でいる時に危険が迫つた場
いo 合には､緊急に保護する○

一人では理解や判断することが 精神的に不安定にならないよう

難しく(緊急事態等の認識が不十 な対応が必要o

分な場合)､環境の変化による精 常に話しかけるなど､気持ちを

神的な動揺が見られる場合があ 落ち着かせながら安全な場所-
るo 誘導することが必要o

精神障害のある人

災害発生時に.は､精神的動揺が激

しくなる場合があるo

多くは自分で危険を判断し､行動

することができるo

普段から服用している薬を携帯

する必要があるo

気持ちを落ち着かせることが必

要o

服薬を継続するため､本人及び

援助者は薬の名前､量を知つて

いることが必要o

医療機関との連絡体制の確保が

必要(医療機関の支援)o

妊婦.乳児のいる母親

行動機能が低下しているが,自分

で判断し行動できるo

特に妊婦については､発災による

急激な環境の変化により､緊急に

医療を必要とする場合があるo

避難誘導を支援してくれる人の

確保等が必要○

避難生活での防音や衛生面での

思いやりや心配りが必要o

医療機関との連絡体制の確保が

必要(医療機関の支援)○



子供(乳幼児.児童)

危険を判断し､行動する能力はな

いo

4-5才を過ぎれば､自己対応能

力が備わつてくるo

保護者の災害対応力を高めるこ

とや､適切な避難誘導が必要.

被災により保護者等が養育する

ことが困難な場合-の対応が必

要o

災害で受けた心の傷-のケア体

制の確保等が必要o

(参考)外国人

日本語での情報が十分理解でき

ないため､避難や避妊所生活に支

障をきたす恐れがある.

多言語による情報提供が必要○

上記区分の複数を有する要援護者も存在する｡ (例えば視覚と聴覚との重複障害者など)

2 災害時要援護者避難対策における果たすべき役割

効果的な災害時要援護者の避難対策を行うためには､要援護者自身あるいはその家族による｢自

助｣,地域住民による｢共助｣､および市町村などの公的機関による｢公助｣の三位一体の活動が

必要不可欠で,ここではそれぞれの果たすべき役割を整理する｡

(1)県の果たすべき役割

県内全体の災害時要援護者対策の促進を図るため､災害時要援護者対策の基本方針をたて､市

町村や地域の自主防災組織等が災害時要援護者対策を推進するための手引きの作成等､必要な支

援を行う｡

(2)市町の果たすべき役割

市町は､防災対策を推進する基礎的な自治体として､災害時要援護者のための各種施策を推進

する｡なお､施策の推進にあたっては､自主防災組織､社会福祉施設､医療機関等と連携し､各

地域の特性に応じた対策を推進するものとする｡

(3)自主防災組織*等の果たすべき役割

自主防災組織は､災害時における応急対策を実施する上で最も有効な組織単位であり,災害時

要援護者対策においても､実働部隊としてその役割を担うべき組織として期待されている｡特に

大規模災害が発生した場合には､市町はその職員も被災者となる可能性もあり､管内全域の災害

対策に追われ､現場における応急対策はもっばら地域の自主防災組織等によらざるを得ない状況

となることが予想されるため､災害時要援護者対策についても､自主防災組織の役割は非常に大

きい｡しかしながら､自主防災組織は､消防団などと異なり法的な裏付けがある組織ではなく､

その活動にはおのずと限界があることも事実であり,よかれと思って行なった活動について,後

に責任能力を問われるトラブルになることが無いよう留意して活動を行なう必要がある｡このた

め､自主防災組織の活動に関する啓発活動を,日頃から地域においモ積極的に行なうなど､地域

と自主防災組織の信頼関係を築いておくなどの取組みが重要である｡

また､地域住民に看護師等の保健･医療･福祉専門職や経験者がいれば,自主防災組織に加入

をもとめ救護活動の充実を図ることも重要である｡
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阪神淡路大震災では倒壊家屋等の下敷き救助者が約34､900人｡うち住民による救助は27､

000人で生存率80%以上o一方､消防･自衛隊による救助は7､ 900人で半数以上は救出
時点で死亡していました｡このことから､地域による救助体制の重要性が認識されました｡

(4)社会福祉施設等

社会福祉施設等は､入所者を災害から保護する義務があり,日常から災害時を想定した対策を

準備しておく必要がある｡また､平素は在宅で生活している災害時要援護者も､災害に伴い自宅

での生活が不可能となることも考えられるため､こういった人々を臨時的に受入れることも検討

しておく必要がある｡

また､近年訪問看護ステーション等在宅の災害時要援護者を対象とした福祉サービス事業所が

整備されてきている｡これらの施設は､在宅の災害時要援護者に関する様々な情報を把握してお

り､また,災害時要援護者のケアの仕方について十分な知識･技術を持っていることから､発災

時においては､災害時要援護者を安全に避難させるために大きな役割を期待できる可能性がある｡

* ｢自主防災組絃｣とは､地域住民が自分たちの地域は自分たちで守ろうという連帯感に基づき､

自主的に結成する組織を言う｡災害時には､災害による被害を防止し､軽減するため､初期消火､

避難誘導､炊き出し､救護等の活動を行う組織で､実働部隊としての役割を期待されている｡
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第2章 災害に備えた対策

1 災害時要援護者の所在把握

災害時に､災害時要援護者の安否確認を迅速に行うことができるよう､災害時要援護者の把握

が必要である｡日頃から所在情報を把握しておくことは,安否の確認等に有効であり､あらかじ

め把握している各種の情報をもとに安否不明者の捜索､救出等に役立てることができる｡

(1)所在情報等の把握

①台帳方式､名簿方式やM-GIS*等の活用による17ツプ方式等により把握することが安否確認､

避難誘導等に有効である｡

マップの作成(事例 鳥羽市浦村町今浦地区)

プライバシーに配慮して,町内会の組毎に災害時要援護者の名前ではなく人数を地図に

落としていくことも考えられる｡

②班や組単位で作成し､町内会や自治会の小単位でとりまとめれば作成も容易であり､より機

能的､効果的である｡

③具体的には､高齢者(特に要介護者･独居者等)､乳幼児､障害者､在宅酸素療法や人工透析

を受けている人など､災害時に何らかの支援が必要となる人を把握する必要があると考えら

れる｡その他必要に応じて､外国人､観光客などを考慮する場合もある｡

④台帳､名簿およびマップ等は､本人の了解に基づき作成する必要がある｡また､後のトラブ

ルを防ぐため､本人等の了解は文書等で得ることが望ましい｡

所在情報の把握方法(市町,自主防)の例

東京都新宿区では区役所に申し出ることにより｢災害時要援護者登録名簿｣に記載され

る｡

また四日市市港地区連合自治会では､防災アンケートで同意することにより｢港地区支

え合い名簿｣に記載される｡

⑤把握すべき情報は一般的に､住所･氏名･緊急連絡先･身体の状態･緊急情報の取得方法等

災害時の情報伝達､避難対策､避難後の生活のために必要な情報とするが､どこまでの情報

を記入するかは本人の承諾によるものとする｡

静岡県清水町の災害時要援助者登録台帳では､個人のプライバシーに配慮して身体状況

等に関する詳しい情報はないが､かかりつけ医やしてはならない(禁忌)行為の情報が

記載されている｡

⑥所在情報の把握にあたっては､個人情報の収集であり､プライバシーに十分配慮する必要が

ある｡

※2005年4月からの個人情報保護法の施行に伴い､個人情報の収集および管理においては､特

段の配慮が必要となったため､これらの情報の収集には､情報の管理方法をきちんと定め､
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要援護者本人および家族などと充分協議のうえ収集･管理を行なう必要がある｡

(2)情報の管理

①災害時要援護者の情報は､市町で指定する避難所の避難区域別や町内会･自治会別､民生委

員児童委員の担当地区別など､地域別に編集できるようにしておくと共に､情報の流出の防

止等も図っておく｡また､常に必要最低限の情報が取り出せるように整備することが望まし

い｡

②所在情報は災害時の安否確認に役立てるため､指定された避難所においても常備するよう努

める｡なお,避難所での常備については情報の流出防止に十分留意する｡

③情報の開示先については,市町･警察･消防･消防団･自治会･民生委員児童委員などが考

えられるが､どのような機関に対して情報を開示し､どのような協力を得ていくのかを具体

的に定めておく必要がある｡ (同意書にあらかじめ記入しておく)

④住所･氏名･緊急連絡先･身体の状態等開示の内容をどこまでの範囲にするかをあらかじめ

定めておく必要がある｡

⑤所在情報の把握は避難･救出等に不可欠であるので､定期的に調査を行い,内容を更新し､

常に新しい情報を把握する必要がある｡

所在情報提供の同意(市町､自主防)の例

東京都新宿区では区の関係部署､区内消防署､区内警察署､地域の民生委員及び防災区

民組織に情報提供することに同意を求めている｡

また四日市市港地区連合自治会では､各自治会長,各防災隊長､民生委員及び福祉協力

員が担当地区の名簿を保管することに同意を求めている｡

*M-GISとは､簡易携帯型の汎用利用可能なG I S (Geographic lnformation System
:地理情報

システム)の略で､平成1 5年度に県内の全ての市町村及び希望する企業にシステムを配布しま

した｡

2 情報伝達網

災害時の情報伝達手段については,県および市町で作成されている地域防災計画に基づき､整

備がおこなわれ､現在様々な連絡手段がとられている｡地域の自主防災組織には､そのような連

絡手段が整備されているか把握した上で､災害時要援護者に対する情報伝達を迅速かつ的確に行

なうために､それぞれの-ンディキャップに応じた情報伝達手段が確保されるよう支援すること

が望まれる｡また､災害時要援護者の避難を支援する人-も情報伝達がされるよう配慮する必要

がある｡

( 1 )災害時要援護者自身及び家族の情報収集手段

災害時要援護者あるいは支援を行なう家族も,自らの身の安全は自ら守る｢自助｣対策を考

えておくことは最も有効な方法である｡したがって､それぞれのハンディキャップに応じた情
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報取得方法を検討し､確保しておくことが望ましい｡

①耳の不自由な人の家庭における情報収集手段

耳の不自由な人は､ TVを利用した手話放送や字幕放送､インターネット･携帯メール(防

災みえ. j p等)の活用やFAX,携帯電話による情報ネットワークの活用を検討することが

望ましい｡

市町が行っている日常生活用具給付等事業制度の利用により､聴覚障害者用情報受信装置

を入手し､災害時の聴覚障害者向け緊急情報を受信する方法もある｡

②目の不自由な人の家庭における情報収集手段

目の不自由な人は､ TVの音声､ラジオ放送の活用や､電話等の音声情報等の活用を検討す

ることが望ましい｡

③外国人の情報収集手段

日本語が理解できない外国人等は､必要に応じて外国語に翻訳されたパンフレットの入手､

外国語のホームページの活用､外国語のテレビ･ラジオ放送等の活用を検討することが望まし

い｡

(2)情報伝達手段及び手法

災害時要援護者に情報伝達するには､上記のようなそれぞれの-ンディキャップに応じた適

切な手段を用いて行なう必要がある｡また､情報を伝達する手法は以下のような方法で行なう

ことを検討することが望ましい｡

①地域においては､自主防災組織､自治会､民生委員児童委員､消防団等の緊急時の連絡体制

の整備に努める｡

②情報取得の困難な人-の情報連絡について､近所の人による連絡等により､確実な情報連絡

が行われる体制の整備に努める｡

③家族､近所の人､民生委員児童委員,在宅サービス支援機関等-非常時の連絡を依頼してお

く等､情報の取得漏れに対する備えが必要である｡

(3)その他

上記による情報伝達の外に､地域の実情に合わせて､日頃から自主防災組織､自治会､.民生

委員児童委員､消防団､ボランティア組織等が連携を図り,外国人･観光客-の災害に関する

情報提供手段の整備(表示板､多言語による情報提供等)を行っていくことも考えられる｡

*防災みえ. j pとは､三重県防災危機管理部(当時地域振興部)が平成1 5年度から立ち上げ管

理しているインターネットサイト(http･･//m.bosaimie.jp/)で､予め登録していただいた利用

者に地震､津波､台風等の防災情報をインターネットとメールでリアルタイムに配信するもので

す｡

2004年に発生した豪雨災害や新潟中越地震などの災害においては､最新の情報をインターネ

ットで入手する人が多かった｡道路状況や被害状況､ボランティアの情報など災害の最新情
報を得るためには大いに役立ったそうである｡
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3 救出､避難誘導､安否確認

地震等災害はいつ発生するか予測できないため､災害時に､災害時要援護者の安否確認等や避

難誘導等を迅速に行うことができるよう､日頃から手段と手法を検討しておくことが望ましい｡

(1)関連機関との連携

.①自主防災組織等を中心に､地域の実情に合わせて､市町村､自治会､民生委員児童委員､社
会福祉協議会･社会福祉施設等の保健･医療･福祉サービス機関､民族団体､ NGO団体,消

防団､障害者団体､ボランティア組織等と連携を図り､災害時における昼夜別等の救出､避

難誘導､安否確認の方法を検討しておくことが望ましい｡また､避難場所や避難所の位置や

それら避難所等の想定している避難圏域等について確認を行なっておくことが望ましい｡

②複数の相互伝達手段を確保しておくことが望ましい｡

③災害時において,収集した安否情報､避難誘導の経過や結果の情報の集約､情報提供の方法

について決めておくことが望ましい｡

④災害時要援護者の所在情報に関して連携機関との共有方法や､更新方法等についてあらかじ

め決めておくことが望ましい｡

(2)救出､避難誘導

①災害時要援護者や家族と相談しながら､自主防災組織等であらかじめ救出､避難誘導等の方

法､担当等を決めておくと､災害時に速やかな救出､避難誘導に有効である｡

②所在情報(名簿方式､台帳方式､マップ形式等)を利用し､自主防災組織､自治会､民生委

員児童委員等が連携し､救出､避難誘導を行うことが望ましい｡

③地震等の災害は､何時発生するかわからないので､昼､夜等別の救出および避難誘導の手法

の検討を行なっておくことが望ましい｡

④避難誘導先は､一時的には一般の避難所に誘導するが､場合によっては一時受入を行う社会

福祉施設-の救出,避難誘導が必要であることを考慮しておくことが望ましい｡

県内では､四日市市のように民間の社会福祉施設と災害時の二次避難所として協定を締結

している事例､ 桑名市の公共施設を特別避難所としている事例などがある.

(3)安否等の状況把握

①発災時において､できるだけ多くの災害時要援護者について安否等の状況を確実に把握する

ため､事前に作成した所在情報を避難所で保管しておくことが望ましい｡

②災害時要援護者について_は､自主防災組織等であらかじめ安否確認の方法､担当等を決めて

おくと､災害時に速やかな救出､避難誘導に有効と考えられる｡

③安否不明者について,安否確認を行なう情報伝達手段を複数確保しておくことが望ましい｡

④地域の状況に精通している居宅介護サービス事業所等の協力を得る体制を確立しておくこと

も有効である｡

⑤安否情報等については､市町と各避難所等のコンピューターネットワークが整備されている

場合､その活用をすることが望ましい｡
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4 防災意識の啓発

災害発生時に被害を最小限にとどめるためには､日頃の防災対策が重要であるが､そのために

は､防災意識の向上が必要である｡災害時要援護者の避難対策を考える場合､災害時要援護者本

人や家族の｢自助｣による防災意識向上のみならず､地域住民による災害時要援護者に対する｢共

助｣の意識の向上が必要である｡さらに､防災訓練等を実施する際には災害時要援護者対策の訓

練を取り入れて､災害時要援護者本人も含めた訓練を行なうことが望ましい｡

( 1 )災害時要援護者本人及び家族に対する啓発

①災害時要援護者も､自らの身の安全は自ら守るという姿勢を持ってもらう｡

②災害発生時に災害時要援護者が望む援助や必要とする支援等を周囲の人たちに明確に伝える

ことができるよう､それらの情報をあらかじめ記述するなどしておき､援助が必要なときに

はいつでも周囲の人に渡せるようにしておいてもらう.

(参避難生活に備えて､あらかじめ医薬品､食料､飲料水だけでなく､必要に応じ､おむつや装

具等についても確保できるようにしてもらう｡

社団法人日本オストミー協会では､協会のホームページに災害対策のためのページがある

(http://wwv. joa-net.org/)｡そこでは,災害時の非常持ち出し用装具の内容や数量､保

管場所など､また連絡体制などの情報を得ることができる.それらを参考に,オストメイ

ト(※1)が確保しておくべく補装具およびストーマケア(※2)用品について指針を作

って会員に推奨するとともに､市町･病院､補装具の販売店などを通じて会員外のオスト
メイトにもその情報を伝達すると良い｡

(※1オストメイトとは､人工月工門保有者及び人工膜朕保有者のこと0)

(※2ストーマケアとは､.腹壁につくられた排壮口の手入れのこと｡)

避難する際に各個人で医薬品,食料,飲料水を3日分確保することは難しく､持ち運びで

きるものを優先順に揃えておくことが現実的な対応と思われる｡

ちなみに､平成1 6年9月の台風2 1号による被害では､一部地域が甚大な被害を受けた

が､周辺の被害の軽微な地域から当該被災市町の要請後直ちに医薬品,食料､飲料水等の

供給がなされた(半日程度で役場に届けられた)｡このように災害の規模等状況に応じて

必要な物資が被災者の手に届く時間が異なってくる｡

補聴器を利用している人には,予備の電池を必ず準備してもらうよう勧めることが望まし
い｡

④避難についても､自宅から避難場所までの経路を確認し,迅速に避難できるようにしておく｡

さらに､災害時に障害となったり危険となったりするようなものはないか等も確認しておい

てもらう｡

【日頃からどのような衣類を準備しておけばよいか?】

乳幼児:肌着､おむつ､着替え用衣類､おしり拭きウェットティッシュ､防寒用おくるみ,

おびひも

病人:肌着､着替え用衣類､防寒用のコート･カッパ､セーター､防災頭巾､成人用オム

ツ､補聴器､担架やおびひも,使い捨てカイロ,新聞紙(防寒や簡易トイレにも活用)､

ストッキング(防寒､ひも､包帯の代わり),水(1人1日3リットル)､必要ならば紙お

むつ･ビニール袋など
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【どのような服装で避難すればよいか?】

乳幼児:帽子,肌が出ないような綿製の衣類(物が落下してきたり､人や建物にぶつかっ

てもけがのないようになるべくたくさん着せる)､靴下､乳幼児はおぶる

病人:防災頭巾､肌が出ないような綿製の衣類(冬はさらに保温性のあるもの)､マスク､

靴下

*身元確認カード(住所､氏名､血液型､持病のある人は病名など個人の必要な情報を書

いておく)を携帯すると良い｡身体障害者手帳を持っている人は必ず携帯する｡

*阪神･淡路大震災で不足したもの:紙おむつ､生理用晶,肌着､パンツ類

(自治省消防庁震災対策指導室監修､ ｢地震防災の心得｣,大蔵省印刷局, 1995年)

(神奈川県平塚保健福祉事務所管内の｢在宅療養者配布用リーフレット｣より)

⑤在宅中に発災して危険となったり､避難の障害となったりする家財がないか､特に家の出口

に障害物がないか確認し､あらかじめ対策を行っておいてもらう｡

⑥地域住民をはじめ自主防災組織､民生委員児童委員,消防団等､地域の人とのつきあいや各

種団体やグループ活動-の参加を通して､本人の現況を知らせておくと共に､地域の防災訓

練等にも参加するなど積極的にコミュニケ-ショシを図るようにする｡

災害時要援護者の防災対策例

慢性疾患にかかり内服治療を継続中の場合は､医療機関名､薬剤名と効能等を書いたメモ

を常備しておく｡また､治療経過等を欠いたメモも準備しておくとよい｡

｢災害救護ハンドブック(群馬県･災害支援医療職ボランティアネットワーク)から｣

心臓病､高血圧､糖尿病などの慢性疾患を持っている人､人工透析を行っている人､人工

呼吸器や酸素ボンベなど医療機器を使って在宅で療養している人などは､家族と共に､日

頃から災害時の場合の対応策を主治医や在宅ケアスタッフなどと相談しておいた方がよ
い｡

(2)地域住民に対する啓発

①地域の自主防災組織の活動を理解してもらい､積極的な参加を呼びかけることが望ましい｡

②防災関連パンフレット､広報誌､研修会等あらゆる媒体を利用して､防災に関する知識の普

及､啓発を図ると共に､災害時要援護者-の配慮について呼びかけておくことが望ましい｡

③災害時要援護者対策を想定した訓練に積極的に参加し､発災時における災害時要援護者-の

対応方法等を習熟してもらうことが望ましい｡

啓発活動の例

自宅から避難所までの経路を犬との散歩道に組み込む等して日常的に避難経路を確認す

る｡

地域の小学校などと連携し､総合学習などでタウンウオッチングを取り入れ,危険個所を

防災マップに記載するなどの地域の取組を呼びかけてゆくことも有効である｡

5 災害時要援護者の住宅の点検

阪神･淡路大震災では､タンス等大型家具の下敷きになったり､家屋が倒壊したことにより多
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くの負傷者､死亡者が出た｡このことから､災害時要援護者に限ったことではないが､住まいに

ついて､家屋の耐震性や家具調度品の置き場所及び据付方法､さらに敷地内の避難路の状況等を､

建築関係者等の協力を得て､チェックすることが望ましい｡これらのチェックは､原則として各

人が自身の住宅に対して行なうべきであるが､要援護者が自身で行なう事が出来ない場合は､自

主防災組織などが支援を行なうことも考えられる｡なお､以下に点検すべき項目を列挙する｡

.(1)安全な住まい方や家具の固定
①家具･電化製品を固定する｡

②重いものは下部に､軽いものは上部に入れ､扉が震動で開かないようにするといった収納の

工夫と､落下の危険があるものは落下防止の措置をとる｡

③飛散防止フイルム等による窓や食器棚等ガラスの飛散防災対策をとる｡

④発災時にすぐに避難できるように家の中を整理整頓する｡

(2)住宅の耐震化

①建物の耐震診断､門柱やブロック塀の耐震性をチェックする｡

②耐震化が必要な場合は耐震補強を実施する｡

(参2階建て以上の建物の場合は､上階に重い物を置かないようにする｡

④耐震化が困難な場合､寝室等の安全な空間を最小限確保する｡

(3)借家における地震対策

①借家では､家主にお願いし､耐震診断や耐震化を進める｡

②家具の固定やガラスの飛散防止など家主に相談して実施する｡

③耐震化や地震対策ができない場合は､転居の検討をする｡

6 避難施設等の整備-の協力

被災後､災害時要援護者が安心して避難生活を送ることができるようにするためには､避難施

設そのものや避難生活に必要な物資等を整備する必要がある｡自主防災組織等においては､これ

らの施設の整備および物資等の備蓄等-の協力を行うことが考えられる｡

①災害時要援護者に配慮した避難所等における食料品､生活必需品等の備蓄･点検-の協力を

行なう｡

②災害時要援護者に配慮した施設の整備項目や備蓄物資のリストアップを行い､関係機関に整

備を働きかける｡

内部障害者団体の例

当事者団体が協力して,避難場所でストーマケア(※1)が行える簡易な隔離できるスペ

ースやオストミー(※2)用のトイレの設置と,補装具とケア用品の備蓄を働きかけてゆ
く必要がある｡備蓄の方法､備蓄場所および備蓄品の配送の方法等については､関係機関

及び事業者の協力が必要である｡

(※1ストーマケアとは､腹壁につくられた排惟口の手入れのこと｡)

(※2オストミーとは､人工月工門･人工膜耽のこと｡)

③物資の点検などにおいては､通常の生活必需品等に加えて､粉ミルクや拭おむつ､さらには
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車椅子やポータブルトイレ等､災害時要援護者が避社生活を送るために必要な物資について

整備･備蓄されているかどうかの点検に協力する｡

④突然の災害に遭遇した場合､身体に障害を有する在宅災害時要援護者は､避難をすることす

雲仙･普賢岳噴火災害の被災地では､あらゆる社会的資源を活用し､失われたコミュニテ

ィの復活や人と人との秤の回復､住民の孤立化の防止など､被災後のメンタル-ルスケア
活動が実施された例がある｡その際には､精神科医や保健師などの専門職はもちろん､児

童･民生委員や自治会役員､ボランティアなど地域ぐるみでの互助･自助活動を企画し実

施した｡

(太田保之編著, ｢災害ストレスと心のケアー雲仙･普賢岳噴火災害を起点に｣､医歯莱

出版､ 1996年)

ら困難を伴い､生活に必要な物資の持ち出しは不可能に近い｡特に､身体障害者や高齢者に

ついては､日常生活では身体の一部となっている補助具を持ち出せずに､又は､倒壊した家

屋から補助具を掘り出しても破損等により使用ができなくなると､避難先での生活にも困難

を生じる｡このため､公的機関や避難所に､福祉機器を備蓄･点検することに協力する｡

7 メンタル-ルスケア

被災後の生活環境等の著しい変化に伴い､災害時要援護者に限ったことではないが,メンタル

-ルスケアが必要となることが考えられる｡メンタル-ルスケアが必要となった場合に速やかに

平成1 6年9月の台風2 1号による災害では､海山町と宮川村で､保健師が主となって健

康相談所を開設するとともに､巡回訪問を行った｡
また､平成1 6年1 0月の中越地震でも､三重県のほか多くの自治体から保健師を派遣し

巡回訪問を行った｡

保健師や医師などに相談するなど適切な措置をとることが出来るように準備をしておくことが望

ましい｡

①メンタル-ルスケアが必要となった時の相談先を明らかにしておく｡たとえば､避難所の医

療救護所､保健所な~どが相談先となる｡

②メンタル-ルスケアの重要性を地域住民が理解するための啓発を行うことも重要である｡
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第3章 発災直後の対応

1 災害時要援護者の救出､避難誘導等の応急活動

災害発生直後においては､市町､警察､消防が稼働できるようになるまでは､地域における住

民の活動が中心になると考えられるため､災害時要援護者の自主防災組織による救出､避難誘導

活動は非常に重要である｡

①所在マップ等に登録された在宅高齢者､障害者等の要援護者については､あらかじめ定めた

救出､避難誘導体制に基づき,速やかな行動と情報収集に努めることが望ましい｡

②救出にあたっては､市町､消防等の指示の下に行われることが原則ではあるが､迅速に行う

ためには､自主防災組織等が中心となって､地域住民の協力の下に行うことが望ましい｡

③避難誘導先は､一時的には一般の避難所にとりあえず誘導することが考えられるが､場合に

よっては､あらかじめ一時受入を行う社会福祉施設-の避難誘導も考慮しておくことが望ま

しい｡

④自主防災組織､自治会､民生委員児童委員､ボランティア組織等の連携体制により,災害時

要援護者の救出､避難誘導を行うことが望ましい｡

⑤平常時に想定されている災害時要援護者に加え､災害により家族や近隣の援護を失ったり,

自宅に取り療されたり,あるいは生活に支障を生ずるなどにより､新たに発生する要援護者

に対して､的確に対応していくことが望ましい｡

2 避難勧告等の情報伝達と安否情報等の収集

地震等の災害により甚大な被害を受けた場合に､迅速に災害時要援護者を避難誘導するには､

自治会や自主防災組織等､地域の住民相互の協力が不可欠となる｡また,安否情報等を収集し､

安否不明者等の捜索､救出を迅速に行うためにも､市町､消防等との連携はもちろん､地域の住

民が一体となって活動することが重要である｡

(1)避難勧告等の情報伝達

地震等の災害により避難が必要となった場合には､市町､消防団等と連携し､あらゆる手段を

活用して地域の住民に対し､危険を知らせ､迅速な避難を促すために情報を伝達することが必

要である｡

(2)安否情報等の収集

災害発生時の安否確認を速やかに行うことは､取り残された在宅高齢者､障害者等の救出に重

要であり､自主防災組織等が率先して行うことが重要である｡

①事前に作成した災害時要援護者の所在情報に基づき､迅速に安否等の状況を確認するため､

避難所において､避難してきた災害時要援護者を把握すると共に､あらかじめ定めておいた

担当者からの報告､一緒に避難してきた住民や自主防災組織､消防団等との情報交換により､

災害時要援護者の救助や避難の状況を把握することが望ましい｡状況が把握できない災害時

要援護者については､救助の応援や場合によっては消防､警察に救助を依頼する等の措置を
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講ずることが望ましい｡

②所在情報に載っていない災害時要援護者についても可能な限り安否等の情報を収集する｡

3 避難所における活動

地震等の災害により甚大な被害を受けた場合には､被災した住民を受入れるため､迅速に避難

所を開設する｡開設している間は､災害時要援護者に配慮した避難所の運営に努めなければなら

ない｡なお､避難所の運営は､原則的に市町職員が行なうが､発生した災害の種類や規模によっ

ては､市町職員が配置されなかったり､配置されるまでに時間がかかることも考えられるため､

発災直後の避難所の運営をスムーズに行なうためには､自主防災組織の協力や主体的活動が非常

に重要となる｡ここでは､そのような場合に自主防災組織で行なうことが望ましい点について述

べる｡

(1)避難所の開設

①避難所を開設するにあたり､バリアフリー化されていない避難所については､できる限り出

入り口等の段差の解消や､通路の幅員の確保に留意する｡

②事前に作成した災害時要援護者の所在情報を準備し,迅速に安否確認に取りかかる.

③避難所においては､高齢者,障害者等の居住空間に配慮するなどの工夫が必要である｡

内部障害者の例

クロスト-ミ- (※)の場合は､就寝時の蓄尿袋の任用が必琴なため､袋の位置が通路等人

に踏まれたり､引っ掛けられたりしない場所が必要｡

(※クロスト-ミ-とは､人工膜朕のこと｡)

災害時要援護者に対する配慮の周知例

さまざまな災害時要援護者に対する配慮等を書いた看板をあらかじめ避難所に用意してお

き､発災時にはそれを掲げ周知を図る｡

(2)災害時要援護者に配慮した情報の提供

①災害発生直後は情報が不足しがちとなるため､ TVやラジオを設置する等報道機関の情報が

得られるように配慮することが望ましい｡

②物資の供給場所や供給方法の連絡等､避難所内部の情報の提供については､音声､掲示､ビ

ラ等により行い､災害時要援護者-の綿密な情報伝達を図ることが望ましい｡

文字放送を受信できる設備や,聴覚障害者向けのCS放送受信設備,目で聞くラジオ等を活

用することも考えられる｡

(3)災害時要援護者に配慮した物資等の供給

①食料品については､できる限り柔らかいもの､温かいもの等､個々の災害時要援護者に応じ

たものを供給するよう努め,乳児にはミルクを用意し､飲料水は十分に供給できるよう避難

所の運営に協力する｡
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②車椅子や介護用ベッド､補聴器等の介護用品､おむつ等の生活用品,生理用品についても可

能な限り確保･供給に協力する｡

(4)災害時要援護者のニーズの把握と対応

避難所内では巡回相談等を行い､災害時要援護者のニーズの把握につとめ､適切な情報供提が

できるよう避難所の運営に協力する｡

4 在宅の災害時要援護者の応急活動

避難せずに済んだ在宅の災害時要援護者についても､日常的な生活が困難になることが予想さ

れるので､必要な物資の供給や保健福祉サービスの提供等の情報伝達を行なうことが望ましい｡

( 1 )在宅の災害時要援護者の所在把握および情報提供

①避難せずに済んだ在宅の災害時要援護者についても,あらかじめ準備しておいた名簿等の所

在情報をもとに自主防災組織,自治会､民生委員児童委員等が連携し､現状等の情報収集に

努めると共に､◆必要な情報提供ができるよう工夫することが望ましい｡

②把握した生活関連情報､保健岳祉サービスの情報､医療情報等の情報提供を迅速に行うこと

が望ましい｡

参考

人工透析等通院が必要な災害時要援護者は､災害の規模等によっては地域の医療機関のみで

は対応できない場合もある｡この場合には､救急医療情報システムの3つの方法､地域医療

情報センター(局番プラス1199)､音声･FAX案内(059-223-1199又は

o599-46-1 1 99)､インターネット(http://wvv.qq.pref.血ie.jp/)により医療

機関の情報を得ることができる.

③避難所と違い在宅生活者-の情報提供は遅れてしまうおそれがあるので､広報誌等の配布や

掲示板の場所等の伝達を行い､確実に情報が提供されるように工夫することが望ましい｡
f

(2)在宅災害時要援護者に配慮した物資の供給

①在宅の災害時要援護者についても､ニーズの把握を行い,必要に応じて食料､飲料水,介護

用品等の供給に協力することが望ましい｡

②救援物資等の提供体制が避難所を中心に行われることが考えら.れることから,物資配布日の

連絡や取りに行けない人に対する支援等に協力することが望ましい0

在宅医療の内容や使用している医療機器には次のようなものがある｡人工呼吸器､吸引器､

輸液ポンプ､酸素濃縮器･酸素ボンベ,腹膜透析､インスリン､経菅栄養(経鼻･胃療･腸

療など)､膜朕内留置カテーテル､腎療･膜朕凄､人工旺門-･など､災害時に破損したり停

電や断水があると困ることが予測される｡ライフラインが途絶えた時の対処方法や避難所･

在宅などに常備しておくべき物品など､日頃から備えておくことが大切｡
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〔資 料〕

自主防災組織等で｢災害時要援護者｣の避難対策を検討し､マニュアル等を取りまとめる場合に

は､以下に示すような情報が資料として記載されていることが望ましい｡

1 避難所

2 近隣の病院等の医療機関

*県内各地域に災害時の重篤救急患者の救命医療を行う災害拠点病院が配置されているので､

最寄りの災害拠点病院も記載しておくとよいと思われる｡

3 市町村の社会福祉部門･防災担当部門

4 社会福祉施設

5 消防本部

6 警察署

7 備蓄倉庫の場所と備蓄品リスト

8 関係者名簿

(1)自主防災組織長

(2)消防団長

(3)自治会長

(4)民生委員児童委員など

9 その他
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モデル地区における実践例

平成1 6年度から三重県防災危機管理局地震対策室と三重大学災害対策プロジェクト重の

共同研究事業として,地域住民による災害時要援護者避難対策を,鳥羽市浦村町今浦地区と四

日市市富州原地区住吉町をモデル地区として実践的に検討しました｡この取り組みは､住民自ら

が地域の現状をソフト･ハードの両面から把握し､地域全体で防災意識を高め､活動を行い､本

指針を活用し､地域独自の対策を作り上げる過程を実践したものです｡

* 【p.--】は､ ｢地域住民のための災害時要援護者 避難対策マニュアル作成手引き｣

の対応するページを表します｡あわせてそちらも参照して下さい｡

モデル地区1鳥羽市浦村町今浦地区

(1)地域の概況

鳥羽市浦村町今浦地区は､生浦袴内に位置し,地

震時は津波被害の危険性が高い地区です.青からの

コミュニティが残っている反面,高齢化が進んでい

る地区でもあります.また,牡輔の産地として県内

でも指折りの地域で,水産業を営む人も多く,平日

の日中に極端に人が少なくなるということはあり

ません｡今浦地区自治会は6つの組で構成されてい

ます｡

○今浦地区の人口

鳥羽市浦村町今浦地区

世帯数
人口 高齢者数

(65才以上)
高齢化率

計 男 女

Hヱ 432(人) 219(人) 213(人) 112(人) 25.9(冗)

(2)取り組み前の防災力

鳥羽市浦村町今浦地区は､平成1 0年頃に自主防災組織が立ち上げられました｡防災マップを

作成する､一次避難場所を決めておく､自主防災組織の幹部が防災コーディネーター養成講座を

受講するなどの活動が行われており､比較的防災意識の高い地域です｡特に､昼間も地区内で働

いている自営業者たちが, ｢自分たちが町を守る｣という意識を持っていたので,彼らが活動の中

心となっていました｡すでに､積極的に災害対策が進められていたので､まず訓練から始め,そ

の後,検証､学習,計画づくりと続ける手順を取りました｡ 【p.2,3,4,5】
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(3)スケジュール

2004年9月15日

11月 8 日

11月21日

2005年1月 5日

1月22日

3月 3 日

3月 6 日

自主防災会･市･大学･県の顔合わせと意見交換

事前打ち合わせ会(》

第1回ワークショップ開催

<避難訓練･災害対策についての話し合い>

事前打ち合わせ会②

第2回ワークショップ開催

<勉強会･災害時要援護者についての話し合い>

事前打ち合わせ会(卦

第3回ワークショップ開催

<避難対策マニュアル作成>

(4)ワークショップの概要

○第1回ワークショップ <避難訓練･災書対策についての話し合い>

'日時:2004年11月21日(日) 9:30-15:40

･参加者: 184人

･プログラム:

9:33 避難開始

14:00 各組に分かれて避難訓練についての話し合い

16:00 各組の話し合い結果発表

16:30 &%#

避難訓練の様子

[p.4,8,9]

話し合いの様子

避難訓練を行うことで,住民の多くが集まる避難場所があること,サンダル履きでは登れない

急傾斜地があることなど､これまで気づかなかった問題点に気づきました｡実際に防災グッズを

持って歩いてみることも良い経験になりました｡
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○第2回ワークショップ <勉強会･災害時要援護者についての話し合い>

･日時こ2005年1月22日(土) 9:30-15:30

･参加者:89人

･プログラム:

9:30 主催者挨拶､主旨説明

9:50 避難訓練の行動調査結果報告

10:10 講演｢災害時要援護者に必要な援護について｣

11:00 実習｢要援護者の疑似体験および要援護者の支援方法｣

13:30 各組に分かれて災害時要援護者の避難対策についての話し合い

14:40 各組の話し合い結果発表

15:10 総評

講義の様子

【p.2,8,g】

視覚障害者疑似体験の様子

お寺に集まって,災害時要援護者に必要な援護についての講義を受けました｡実際に体験して

みることで､お年寄りや体の不自由な方の避難の大変さが実感できました｡

○第3回ワークショップ <避難対策マニュアル作成>

･日時:2005年3月6日(日)
13:30-16:00

･参加者:53人

･プログラム:

13:30 主催者挨拶,主旨説明

(p.3.8,9]

13:45 自主防災会からの括動報告

14:00 勉強会｢前回までのワークショップの取り組みについて｣

14:15 グループに分かれて災害時要援護者の避難対策について話し合い

15:20 意見を集約し｢今浦主防災会災害時避難対策マニュアル｣作成

16:00 総評

3グループに分かれて意見を出し合い.避難対策マニュアルを作成しました｡マニュアルのタ

イトルは､多数決で､ 『今浦｢地震だ=事波だ!逃げよう! l｣』に決まりました｡みんなで話し

合ってタイトルを決めることで､マニュアルに愛着が持てるようになるでしょう｡
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(5)ワークショップの成果

ワークショップで作成したマニュアルを全

戸に配布しました｡マニュアルで､お年寄りや

子供たちに救出を求めるための笛を持ち歩く

ように呼びかけたので,多くの住民が笛を携帯

するようになりました｡災害時要援護者の対策

については､今浦地区は地域内のコミュニティ

が発達しており､地区内での連携がとれるとい

うことで､要援護者台帳などは作成せず,隣近

所で所在把握や救出を行うこととなりました｡

モデル地区2 四日市市富州原地区住吉町
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四日市市官州原地区住吉町

(1)地域の概況

四日市市富州原地区住吉町は､昔からの住宅地と新

しく出来たマンションが混在する都市型の地区です｡

マンションには名古屋方面に通勤する住民も多く,地

域内での交流は､モデル地区1の今浦地区と比較する

とそれはど活発ではありません｡住吉町自治会には11

の組があり,うち2組はマンションの住民のみで構成

されています

○住吉町の人口

世帯数
人口 高齢者数

(65才以上)
高齢化率

計 男 女

【Ⅱ】 433(人) 211(人) 222(人) 96(人) 22.2(%)

(2)取り組み前の防災力

四日市市富州原地区住吉町では,事前に地域の防災力を診断するアンケート調査を行いました｡

その結果､回収率が87%と非常に高く､地域,特にアンケートの配布･回収を行った自治会の組

長の防災意識が高いことがわかりました｡防災カアンケートの概要は次の表に示すとおりです｡

避難場所についての質問では､避難場所の位置は知っている人は多いが,避難場所まで歩いたこ

とがある人､避難経路にある危険物を確認したことがある人は少ないということがわかりました｡
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○防災力診断アンケート概要

(3)スケジュール

2005年8月18日

9月25日

10月10日

10月29日

11月 6 日

11月20日

2006年1月17日

3月1日

3月 5◆日

事前打ち合わせ会①

第1回ワークショップ開催

<勉強会>

第2回ワークショップ開催

<タウンウオッチング>

第3回ワークショップ開催

<災害時要援護者についての話し合い>

事前打ち合わせ会②

第4回ワークショップ開催

<避難訓練>

事前打ち合わせ会③

事前打ち合わせ会④

第5回ワークショップ開催

<避難対策マニュアル作成>

(4)ワークショップの概要

○第1回ワークショップ <勉強会>

･日時:2005年9月25日(日)
10:00-12:00

･参加者:60人

･プログラム:

10:00 主催者挨拶

10:10 事前アンケート調査結果

10:30 講演｢地域住民中心で考える防災対策について｣

11:10 講演｢災害時要援護者について｣

【p.2】

11:50 終わりの挨拶

防災力診断アンケートと勉強会で､地域で災害対策を行う｢意識付け｣ができました｡災害時

の状況や要援護者に必要な救護をイメージできるようになったので､次回のワークショップでは､

実際に町を見て歩き,地域防災の良いところ､悪いところを探しました｡
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○第2回ワークショップ <タウンウオッチング>

･日時:2005年10月10日(月･祝) 9:30-15:30

･参加者:29人

･プログラム:

9:00 主催者挨拶および主旨説明

9:05 タウンウオッチングの説明

9:30 タウンウオッチング開始

10:30 タウンウオッチング終了(講堂集合)

10:45 防災マップ作成

11:45 各班の発表

12:15 総評

タウンウオッチングの様子

【p.い0,1り

イま占拠牌<lJTマ-,7--A-6触

作成した防災マップ

タウンウオッチングをしてみて､地区内には消火器がたくさんあること.地震時に倒れそうな

ブロック塀や電柱があることなどを発見しました｡防災の意識で町を見て歩くことで､普段は気

づかないような地域の問題点､役立つものを見つけることができました｡

○第3回ワークショップ <要援護者についての話し合い>

■･日時:2005年10月29日(土) 9:00-ll:30

･参加者:38人

･プログラム:

9:00 主催者挨臥主旨説明

9:10 前回ワークショップのおさらい

9:30 各班に分かれて災害時要援護者についての話し合い

10:50 各班の議論結果の発表

11:20 総評および終わりの挨拶

災害時要援護者の所在を把握する方法や､情報伝達,安否確認の方法について話し合いました｡

要援護者の情報をどのように管理するのかが赦しい問題であるとわかりました｡
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○第4回ワークショップ <避難訓練>

･ El時:2005年11月20El (土) 10:00-13:30

･参加者:80人

･プログラム:

10:00 避難開始

10:30 避難終了

実習｢要援護者の疑似体験および要援護者の支援方法J

実習｢アルファ米の炊き出し｣

11:30 昼食

12:15 避難訓練の反省会

13:15 総評および終わりの挨拶

避難訓練の様子

搬送訓練の様子

炊き出しの様子

高齢者疑似体験の様子

避発訓練では,支援を必要とする人が避難した場合には､ひとりで避難した人や支援のいらな

い人と避難した場合と比べて,避難場所に到着するまでに2倍の時間がかかりました｡また､毛

布と物干し竿を使った担架の椴送訓練で臥ひとりの人を助けるためにも3, 4人の力が必要とな

ることがわかりました｡
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○第5回ワークショップ <避難対策マニュアル作成>

･日時:2005年3月5日(日) 10:00-ll:30

･参加者:31人

･プログラム:

10:00 主催者あいさつおよび主旨説明

10:10 本年度の住吉町での取り組みのおさらい

10:30 住吉町自治会からの報告

10:50 住吉町災害対策マニュアルについての話し合い

11:20 まとめ･総評および終わりの挨拶

(5)ワークショップの成果

住吉町では自治会と防災隊が中心となって｢防災支え合いカード｣を作成し､台帳で要援護者

の所在を把握することとなりました｡また,組レベルでは住民同士の交流が活発であり､町全体

だけでなく､組ごとに異なる災害対策を考える必要性があることがわかりました｡今後は｢防災

支え合いカード｣を作成していくとともに,継続して｢住吉町避難対策マニュアル｣の作成と防

災訓練を行っていきます｡
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地域住民のための

｢災害時要援護者避難対策マニュアル｣作成指針

平成1 8年4月発行

三重県防災危機管理部地震対策室

三重県健康福祉部健康福祉総務室

〒514-8570 津市広明町13番地

電話 059-224-2184 (地震対策室)

059-224-3056 (健康福祉総務室)



地域住民のための

r災害時要援護者避難対策マニュアル｣

作成手引き

■l■■■■■

■-■■

■■■■-

平成18年4月

重 県

国立大学法人三重大学



はじめに

皆さんは地震についてご家族や近所の人たちと話をしたこ

とがありますか?近所に倒れてきそうなブロック塀はない

か､津波のときはどこに避難するのか,昼間両親が働きに出て

いる家の子どもは誰が面倒を見るのか?

こういった事柄を地域の皆さん自らが考え,地域で話し

合って情報を共有し､地域の防災力の現状と問題点を把握し､

対策を地域で考えることで,地域の防災力を高めましょうこ

この事引きは､地域の皆さんに災害について考えて傾き､地

域地域の災害対策マニュアルをつくるためのヒントをまとめ

たもので､マニュア′レそのものではありませんcこのような取

り組みは､出来上がるマニュアルが最終成果ではなく､マニュ

アルをつくる過程における話し合いこそが重要なのです｡

災害対策には満点はありませんc.つくったマニュアルをも

とに､定期的に地域で訓練や話し合いを行い,マニュアルを

バージョンアップさせていきましょう｡

【使用上の注意】

｢災害時要援護者避難対策マニュアル｣を作成する手法には

様々なものが考えられます｡必ずしもこの手引きで紹介する

手順に沿って作成していただかなければならないものではあ

りませんc,



1.マニュアルづくりの手順

自主防災組織などを中心にみんなで協力し､役割分担して､組織で取り組みましょう｡

学習

災害について学び､地域住民の間で共通認識を持ちましJ:う｡

まずは､地域で地震などの災害が発生した場合に､どo)ような状況になるのかを住民-･人ひとり

がイメージできるようになりましょうo災害発生時の状況をイメージできたら､その対策について

勉強しましょうcまた､他の地域での先進的な防災対策を学ぶなど､地域で検討する際の知識を得る

ことも大切です｡

具体的な取り組み

･市町や県の防災担当者を地域に呼び､地膚の発生メカニズム､被害想窟､行政o)対応などの講

演会を行いましょう｡

･大学などから専門家を招いて過去の地震などの災害事例､地域の防災対策の先進地事例などの講

演会を行いましょうo

･地域の人口が数千人規模で一度の講演では十分な勉強ができない場合､地区毎のミニ講座を行う

などの工夫をするとよいでしょうc

･自主防災紐練の役員などを中心に､防災対策の先進地を視察するとよいでしょうo

･災害時要援護者がどのような人で､どうやって支援すればよいのかを勉強しましょう｡

講演会の様子

お寺や公民館､学校の体育館などに集まって､講義を行いますr講義の後は､参加者同士

で講義の感想を述べ合ったり､防災対策について話し合うとよいでしょう=

2



計画づくり

住民同士で話し合って防炎計画をつくりましょう｡

地域での災害の共通認識ができたら､災害対策に何が必要か話し合い､防災計画をつくりましょ

うoSTEPl ｢学習｣から,期間を開けずに行うと効果的ですc/話し合いには子どもやお年寄りなどに

も参加していただき､その人が感じる危険を伝えてもらいましょうc災害時要援護者を含めた地域

全体での対応策を考えることが重要です｡.話し合いの結果を参考にして､自主防災組織など住民が

中心となって､避難対策マニュアルや防災マップをつくりましょうc併せてタウンウオッチングを

行うと､より具体的なマップをつくることができます｡.

具体的な取り組み

I

-からマップを作成するのであれば､先進事例を参考に避難場所,避難経路にある危険個所､段差

があって車いすでの移動が困難な場所など､どのような情報を記載するか決めましょうD

･計画内容を細かく記載した自主防災組織などの役員向けのマニュアルと,地域住民向けの避難す

る際に､特に注意して欲しい点を簡潔に記載したマニュア/レを作成すると良いでしょう｡

話し合いの様子

白地図や模造紙を囲んで話し合います｡

タウンウオッチングの様子

災害時に役に立つものや危険なものを

チェックします,y.
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訓練

STEP2でつくった計画をもとに,実際に訓練を行いましょう｡

実際に避難訓練を行い､作成した防災マップに修正を加えたり､避難にあたっての課題を確認す

るなどしましょう,.

具体的な取り組み

･避難訓練時に地域の防災無線を使ってみましょうo

･避難に際して災害時要援護者がどのようにして避難されたか確認するのもよいでしょう｡

･避難訓練の参加者が避難にかかった時間を計測したり､避難経路を確認できるよう1人ひとり地

図に線を入れるのもよいでしょう｡

･避難訓練時には､併せて炊き出し訓練も行ってみましょう｡

･地域の社会福祉協議会などに相談して､視覚障害者体験や高齢者体験ができる器具を借り,災害

時要援護者の感覚を擬似体験してみるのもよいでしょうc

4

視覚障害者体験の様子

アイマスクを着用して,視覚障害者の日常生

活の動作を体験しましょう,Jガイド役の人と2

人ペアで交代しながらまっすぐ歩く練習をしま

すr.ガイド役の人は足元やまわりの様子を教え

てあげましょう｡アイマスクをした人は､視覚

障害がある人の立場になって､どんなことが危

ないのかを実際に体験してみましょうo

高齢者体験の様子

実際に手首･足首に重りをつけたり､ひざや

ひじの関節を軽く固定したりして,高齢者と同

じ捗勢を体験しましょうG 高齢者の歩きにくさ

や視界の見えにくさを体験することで､高齢者

が地域の中を歩く際に､小さな段差でも上がり

にくかったり見えなかったりして,心理的にも

恐かったり不安があることが実感できます｡



検証

訓練の反省と､地域の防災計画の見直しを行いましょう｡

実際に避難訓練を行い,作成した防災マップに修正を加えたり､避難にあたっての課題を篠路し

たりしましょう,.避難訓練後､記憶が新しいうちに話し合いの場を設けましょう｡計画づくりのとき

には気が付かなかった危険箇所､問題点が住民から出されることでしょうc

具体的な取り組み

･避戦訓練後に話し合いの暗闘を設け,防災マップの修正について意見交換しましょうo

･避難にあたっての課題についても｢ニんなことをすれば避難に役立つ｣といったちょっとした気

付きを大切にしましょうo
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完成した避難対策マニュアルの一例

避難対策マニュアルには難しいことを載せる

必要はありません｡皆さんがすぐに実行できる

ような､簡単なことをA4サイズ程度の紙1故

に吏とめましょう⊂,出来上がったマニュアルを

目立つところに貼って､日頃から確認するとよ

いでしょう｡

ワークショップの手順

ここまで紹介した｢学習｣･｢計画づくり｣･｢訓

練｣
･ ｢検証｣の手順は､地域における取り組み

の-一例です.すでに防災マップを製作している

など,取り組みをはじめている地域では､｢訓練｣

から始めて幸,よいでしょう｡また､地域の防災

計画を一度つくったからと安心せずに､必要に

応じて防災計画を見直し,定期的に防災訓練を

行いましょうc



2. Q&A

マニュアル作成にあたってのアドバイス

E]
E)

r災害時要援護者Jつてどんな人?

災害が発生したとき､避難のときや避難所生活で助けを必要とする人たちです｡

′トさな子ども､お年寄り､体の不自由な人､赤ちゃんのいるお母さん､怪我をしている人など､災害

が発生したとき､避難時や避難所生活で助けを必要とする人たちのことを､ ｢災害時要援護者｣と言

います｡

E]
E)

どうして､r避難対策マニュアルJをつくらないといけないの?

発災直後後の避難は､住民が主体となるからですo

東海地震,東南梅･南海地震などの大規模災害時は防災関係機関も被災する可能性がある♂ぅで､

住民が主体となって避難活動を行うことになります(-そのために､日頃から避難場所､避難経路など

を確認しておく必要があります｡マニュア/レは避難訓練や意見交換を行った記録として､家庭で目

に付くところに貼っておくなどして､いざというときに役立ててください｡

E)

どうして､この事引きを参考にしてr避難対策マニュアルJをつくる必要があるの?

災害時要援護者の観点でマニュアルをつくるためです｡

発災時は､まず自分や家族の身の安全を図ります｡しかし､ハンディキャップを負っている人は､

災害時に最も被害を受けやすい人たちであり､周りの手を借りないと避難することができないこと

もあります｡.また､災害時には普段は元気な人であっても,怪我をするなどして普段と同じ行動がで

きない可能性がありますo災害時要援護者の観点でマニュアルをつくることで､そのような場合に

も役立つマニュアルをつくることができます｡

6



どのようにしてr避難対策マニュアルJをつくるの?

住民参加のrワークショップ｣を通じてつくります｡

マニュアルをつくるには､意見を交換して話し合ったり､協力して作業を行なう必要があります｡

この話し合いや協働作業の寄り合いを｢ワークショップ｣と言います｡自主防災組織､町内会､婦人

会､子ども会など､既存の組織を中心にして事務局を構成し,ワークショップを行いましょうoその

際,マニュアルのたたき台を準備しておくと良いでしょうoワークショップは繰り返し行って,マ

ニュアルを充実させていきます｡

ワークショツフにはどんな人が参加するの?

地域住民のみなさんが主役です｡

お互いに顔見知りの方々が話し合うことで､その地域に合ったきめ細かいマニュアルを作成することがで

きます､⊃ワークショップには､いろいろな立場にある住民に参加してもらいょしょう.｡子どもたちやお年寄り

の方々にも積極的に参加してもらうとよいでしょう,_)必要に応じて県や市町の防災担当者､地域の社会福祉

協議会の職員､消防署や警察署の署員,保育所や′ト学校の先生にも加わっていただきます一｡

E]
E)

例えば地域住民が人口1万人だとどのように取り組めばいいの?

話しあいをもとに､地域にあった避難対策のマニュアルをつくりましよう｡

住民同士顔のわかる関係(数百人程度)が取り組みやすい規模と思われます｡その理由としては､

できれば1人ひとりの発言をもとにマニュア/レを作成するようにしないと参加者の関心が高まら

ない,多数の方が意見交換しようとするとまとめることができなくなる､数千人規模の避難訓練の

実施は困難､などの状況が考えられます｡､

このことから,自治会単位に分かれるなどのr.夫が必要ですo例えば講演会は地域住民全員を対

象にして(それでも参加は数百人規模でないと会場確保が難しいでしよう)､ワークショップは､自

治会単位に分かれるといったやり^'ですc地域住民のために集約してlつのマニュアルにすること

もよいかもしれませんが､人口l万人の地域では､地理的に避難対策の内容が異なることも考えら

れますので十分注意しましょうc
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資料1 グループごとの話し合いのまとめ方 1グループの人数: 5-lo弟

1.はじめに(5分)

･材料を確認しましょう

白地図(模造紙)ふせん紙 マーカ- サインペン 色丸シール ビニールシート ベンジン

･グループリーダーが音頭をとって役割分担を決めましょう.I.

進行係l名 記録係1名

※今後､特定の人が同じ役割を繰り返すのではなく､出来るだけいろいろな役割をまわしましょうl

2.自由に意見を出しましよう(20分)

･ふせん紙に､気付いたこと.アイデアなどを､各自､数点書いて

み重しょう,,

･他人が理解しやすいように､ポイントを簡潔に書きましょう,

･意見を書き終わったら,順番に意見を発表し､順次､付篭紙を

白地図の上に貼っていきましょうr_

･避難場所や危険箇所にシールを貼っていき蓋し上う.

･避難経路をマーカーでたどってみましよう=

･白地図の上にビニー′レシートを敷いておくと､ベンジンで消

して書き直すことができるので便利です.,

3.出された意見を整理しましよう(20分)

I

-･通り意見を眺めて.どのような視点から意見をとりまとめ.

グルーピングできるか､考えてみましょう.=

･整理する晩点が決まったら.同じ意見だと思われるt'のをグ

′レ-ビングしていきましょう｡一通りグJレ-ビングした獲

で､もう 一度再検討して､グルーピングし直してもOKですっ

･グ/レービングが終了したら,グ′レ-プごとiこマーカーで囲みま

しょう｡

･グ'レ-ビングした晩点をふせん紙に書き.グ′レ-プごとに貼っ

ていきましょう.ニ

意見を貼っていく

避難場所にシール

グルーピングの

キーワード

4.ポイントを清書しましよう(15分)

･グ′レ-ビングの結果を元に､話し合いのポイントを箇条書きにしましよう⊃

5.話し合いの結果を発表しましよう(各グループ5分)

･発表者を決め､グ'レ-ープごとの話し合いの結果を, lグJL･-プあたり5分で要領よく発表Lましょう,

6.講評【10分)
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グループで話し合うとよい項目

1.地震などの発災前に､各自が準備できることはどんなことですか?

グル-ビングの視点:家具の固定､非常持ち出し品の検討､避難場所の確認など

･家具の固定方法にほどのようなものがありますか?

圭た､お家ではどのように固定してい圭すか?

･持ち出し袋にはどのようなものをいれるのがよいと思いますか?

･避難場所の名前､場所を確認してあり圭すか?

2.地震などの発災時に行わなければならないことはどんなことですか?

グルーピングの視点:避難､災害情報の入手､家族親類の安否確認､隣近所での助け合いなど

･災害が起きた時､どのようにして災害情報を手に入れたらよいと思いますか?

･どのように避難するのが安全だと思い圭すか?

･隣近所で助け合いできることにほ,どのようなことがあると思いますか?

･家族親類などの安否を確認したいときには､どうすればよいと思い圭すか?

3.災害時要援護者が安全に避難するためには､どのようなことに気をつけるのがよいと思いますか?

グルーピングの視点:所在確認､情報伝達方法､避難誘導の方法､避難所生活での配慮など

･要接護者の所在確認はどのように行うとよいと思い圭すか?

重た､要援護者に関してどのようなことを知っておくべきだと思いますか･～

･要援護者への情報伝達方法には､どのようなものがあると思いますか?

例えば,聴覚に障害がある人に必要な情報を伝える場合､どのようなことに気をつければよいと

思いますか?

･要援護者を避難場所まで誘導する場合､どのようなことに気をつければよいと思いますか?

･避難所で生活する際､要援護者にはどのような支援が必要だと思いますか?

4.地域の避難計画をたてる際､どのようなことを確認しておく必要がありますか?

グルーピングの視点:避難場所,避難経路､避難にかかる時間､危険箇所､避難誘導など

･避難場所の位置を確認してありますか?

･どのような経路で避難場所に行くのが安全だと思いますか?

･避難場所に行くのにどのくらいの時間がかかるか計ったことがありますか?

･地域の避難場所･避難経路には､危険箇所や問題点はあり去せんか?

項目の】. 2. 3.については､主にSl､EP2｢計画づくり｣で､項目ヰ.についてはSTEP3｢訓練｣で話し合っ

た後､ STEP4｢検証｣で確認するとよいでしょう二重た､一度の話し合いで全ての項目を話し合うのではなく､

転回1つのテ-ーマを決めて､ポイントをはっきりさせて話し合うと効果的です｡
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タウンウオッチングと防災マップ作成の手引き

1.はじめに

･グ/トープ内で役割を決めましょう｡

班長･ ･

･班を統括します(組長)

記録係- ･ウォッチング中に発見した内容などを地図や記録用紙に記録します

輯影係- ･ウォッチング中に発見したものを使い捨てカメラやデジタ′レカメラで梶影し去す

安全管理係-
･車や自転車が通るときに事故防止のための注意をみんなに促します

車いす係･ ･

･車いすの介助の体験をします

･地域で災害が発生したことをイメージしながら,調査するJレートを決定しましょうっ

2.タウンウオッチングを始めましょう

･地図に色を塗ったり､気付いたことを書き込み々がら調査します⊃

ウォッチングをしていくうえで重要なことは､災害が発生したことをイメージして､r地震が起き

たらこの建物は倒れそうだな｣とか､災害が起きたときにrこれは役立つな｣というものを自分たち

の目線で探すことです｡

3.防災マップをつくりましょう

防災ウォッチングが終7'したら､今度ほ発見してきた内容を地図に記入して､防災マyプを作成し嘉す=

【手順】

(:I)カーードに#.前･自治会の紳･災害時白分が地域のためにできることを記入し､順番に自己紹介をします

②地図の周りに撮影してきた写真を貼り､その説明文を書き圭す･フ

③地図ヒに発見してきたことを､発見場所に丸い色つきのシーリレを貼って､その説明を書き麦す一つ

④防災マップがわかりやす.くなるように､いろいろな色のペンを使って､`一工夫して書いて完成させます､

例:水路を塗る･避難経路を塗るなど

･写真を貼り付けるときは,写真と地図の両方にのりを塗るとはがわにくくなり吏すノ

･防災マップには名前をつけるとよいでしょう-･.

4.結果を発表しましょう

･タウンウオッチングを行って､防災マップを作成した結果を発表しましょう;;二

･発表者を決め､1グルー-プあたり5分で要領よく進めていき重しょう)
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タウンウオッチング中に注意してみるとよい項目

1.地震が発生したときに危険なとこる ●赤

･倒壊しそうなブロック塀

･固定されていない自動販売機

･落下してきそうな看板

･l. PGボンベなどの危険物

2.災害対応資蕃材及び保管場所 ●膏

･水利(消火栓や防火水槽･河川など)

･街頭消火器

･雨水貯水槽･金臭蕗(初期消火用の水)

･消防団･防災市民組織などの格納庫

3.一次的に避難できるところ(広場があって安全が確保できるとこる) ●緑

･神社やお寺

･一一時集合場所･避難場所以外の公園

･畑

･駐車場

･津波から避難できるビル

※-一時集合場所や避妊場所は事前に調べておく

4.災害時に役立つところ ○白
･病院や診療所

･井戸 ※初期消火にも使用できる

･災害時優先電話(緑か灰色の公衆電話)

5.公共施設･ 黄

･消防署･消防出資所･警察署･交番(駐在所)

･区役所･出張所

･公民館･集会所
･

′ト学校･中学校

6.送籍幅の測定

消防車両が通行できるかどうかメジャーーなどで測定するoポンプ車は3mあれば通行できる.,

3
m以上は通行可能=二3 m未満は通行不可..
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地域住民のための

｢災害時要援護者避難対策マニュアル｣作成手引き

平成1 8年4月発行

三重県防災危機管理部地震対策室

三重県健康福祉部健康福祉総務室

〒514-8570 津市広明町13番地

電話 059-224-2184 (地震対策室)

059-224-3056 (健康福祉総務室)
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学位論文提出者

学位論文僅目

論文事重要鼻 壬主査

田井中 歩美｣竺L｣撃竺
災害時要援護者の避難対策に関する実践的研究

一住民主動で行なう災害対策の提案-

川口 淳 畑中重光 浅野聡

1995年1月に発生した兵庫県南部地震による阪神･淡路大貴災は,我々に地震被害が避けられな

いと言う事実を認識させ,あらゆる防災に関する課題を与えた.とりわけ,高齢者をはじめとするい

わゆる｢災害時要援護者｣が受けた被害は甚大で,避難をはじめ避難生活におけるケアのあり方が問

題とされた.災害時要援護者の対策は行政が中心となって進められてきたが,東海･東南海地震のよ

うな広域大規模災害時には公助だけでは十分ではない.災害時要援護者の救出を行政や民生委員だけ

に任せるのではなく,地域が一体となってこの間題に取り組み,共助で災害時要援護者を救うことが

求められている.

本論文は,災害時における要援護者対策について検討すべき基本的な項目を洗い出し,今後の災害

時要援護者の避難対策に資する資料を捷供することを目的として,実験的に災害時要援護者の避難対

策を検討するワークショップを行い,住民主動で行う災害対策を提案するものである.

本論文は全5章で成り立ち,全体の構成は以下の通りである.

第1章｢序論｣は,本研究の背景,目軌 手法および既往の研究について述べた.

第2章｢災害時要援護者の避難対策の避難対策の現状｣は,我が国の施策と災害時要援護者対策に置

ける先進的な事例について示した,

第3章｢要援護者の避難対策に関わる団体の意識調査｣は当事者団体-のヒアリング調査から,要援

護者の避難対策の現状と必要とする支援について述べた.

第4章｢地域における災害対策の取り組み｣はモデル地区で実験的に要援護者対策の取り組みを行い,

地域における災害時要援護者避難対策の手法を検討した.

第5章｢結論｣は本論文のまとめとして,住民主動で行う災害時要援護者対策を提案した.
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